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最先端の技術と英知を駆使し、船舶航行の安全を守る
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　本装置は、船舶に搭載されているレーダーからの電波を受信後、局識別コードを発射し、船舶の

レーダー画面上に表示させ、船舶が安全で効率的な航海ができるように情報を提供する装置です。

●舶用レーダー波帯のXバンド専用で周波数アジャイル方式を採用

●応答符号は遠近によりパルス幅の切替えが可能

●気密性はIP67規格を満足しており、通常運用下においてメンテナンスフリーが可能

●保守用端末により、レーダービーコンの動作休止間隔、感度及び局識別コードを設定可能

●レーダービーコンの性能に関わる運用状況と周波数精度を監視する自己診断機能

●空中線は、耐紫外線と耐候性にすぐれたレードームを採用

●軽量でコンパクトな設計により、低消費電力を実現
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　　　　　電波航法　巻頭言
　　　　　　　（Foreword）

ミケランジェロの時代から…

　　　　　電波航法研究会

　　　会長林　　尚吾

Chairman　Shogo　HAYASHI

　ミケランジェロと聞いて皆さん何を思い

浮かべますか？

　彼は彫刻家、画家、建築家という面が良

く知られているので、多くの方がダビデ像

や天井フラスコ画などの作品を思い浮かべ

ることと思います。実は彼にはもう一つ、

詩人という肩書きもあるのだそうです。な

ぜ、ここでかの芸術家について述べるかと

言いますと、先日、彼がこんな言葉を残し

ていることを初めて知り、ご紹介したいと

思ったからです。

　「私達にとって、高い目標を目指して達

成できないことは、失敗ではない。低い目

標を達成して満足することこそ、最大の危

機である。」

　これは詩ではありませんが、非常に含蓄

のある言葉であり、500年たった今でも通

用する言葉だと思いました。

　最近の日本人、特に若い人たちを見てい

て、私は漫然とした危機感や歯がゆさを感

じていました。近隣諸国のハングリーでパ

ワフルな人々、お金はなくても元気な、大

勢の子供達を見るにつけ、今の日本にはそ

のどちらも少なく感じ、輝く将来も見えて

きません。デフレ・スパイラルという言葉

をあちこちで目にするようになり、「夢を

持て。元気を出せ」と言っても無理なのか

もしれません。

　しかし、日本が元気になるためには、夢

に向かって科学技術を発展させていくこと

が必要でしょう。資源もなく、周壁も減っ

てきた日本。頭脳で勝負し生き残っていか

なくては、2流、3流国になってしまいま

す。私が感じていた漫然とした危機感は、

今の若い人が、失敗を恐れ、経済的困難を

避け、低い目標しか挙げなくなっており、

それに甘んじているからだと、冒頭の言葉

を目にしたとき、ストンと胃の臆に落ちた

のです。

　「どうして1位じゃなきゃダメなんです

か？2位じゃだめなんですか！」と叫んだ

人がいました。この場面は何度もテレビで

放送されたのに対し、「最初から2番を目

指したのでは2番にすらなれない」という

反論もありましたがあまり注目されません

でした。政府からして、最初から低い目標

では、まさに「最大の危機」を迎えている

と思わずにはいられません。

　ここで政治論議を展開するつもりはあり

ませんが、政治の役割は、広く浅くお金を

撒き、日常のささやかな目標達成に満足さ

せることではなく、高い目標に向かう喜び

から活力を生み出すことだと思います。

　さて、我が身を省みて、反省するきっか

けがありました。「どうせ年始の誓などす

ぐに忘れてしまい達成できないのだから、

電波航法　No．51（2009） 一1一



今年は「減量（ただし、飼い猫の）」にし

よう」という新聞記事を読み、『うまい1』

と感心しているようではいけませんでし

た。達成できないかもしれないことこそ目

標に掲げ、ひたすらに努力する、その大切

さと困難さは、ミケランジェロの時代から

変わらないことだと思いました。かの芸術

家ミケランジェロの名前は、聖書に出てく

る天使の名「Michael」と天使「angel」を

併せたものだそうで、崇高な目標を持つ人

は名前からして気高いと思った次第です。

　電波航法の世界に焦点を合わせれば、

世界標準となりえるシステムを日本から

発信することを目標にしたいと思いま

す。「レーダ間通信」、「全ての船舶にAIS

搭載。そして効率的な管制」、「固体化

レーダ」、「小型船用のFM－CWレーダ」、

「…・……………・・…」などが現在進められ

ていますが、さらにその上を行く何かを見

つけたいと思案中です。会員の皆様と共に

勉強し、議i論を深めていきたいと思います。

「世界で2番」ではなく、「1番」を目指し

てこそ得られるものが大切であることを会

員の皆様とご一緒に叫びたいと思っていま

す。現状の技術の単なる延長線上にあるも

のではなく、従来の枠を取り払い発想の原

点を変えた、場違いの発想こそが面白い展

開になるものかと思います。恐れずに、ま

た、実現性が乏しいと追いやらずに、「何

とかできないかな？」と。

　貧乏から世界第2位の経済力をつけるま

でに働いた団塊の世代は定年を迎えつつあ

りますが、余生を安らかに送る場合ではな

さそうです。若者に「夢を見させる」ため

の努力をしましよう。

　夢は実現していきます。夢なくして実現

はありません。

夢のまた夢を目指しましょう11
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船舶長距離識別追跡システム（LRIT）の
　　　　　　　　現状と今後について

海上保安庁　総務部情報通信課　技術企画官

　　　　　　　　　　　　粟井次雄

　2002年以来、国際海事機関（IMO）が

審議を続けてきた：LRIT（Long　Range

Identification　and　Tracking　of　Ships：船

舶長距離識別追跡システム）は2008年12

月31日にSOLAS条約の関連規則の実施が

開始され、その1年後である2009年12月

末には実施の期限が到来しました。これに

より、対象となる船舶にはすべて条約の要

件に適合、すなわち船上に設備を備えて旗

国が指定するデータセンター（以後DC）

に定時通報を送信するという義務が生じる

ことになります。

　これにより、構想から10年近くを経た

LRITはひとつの大きな区切りを迎えるこ

とになりますが、IMOと各国が想定した、

外洋の船舶動静を国際データ交換によって

効果的に把握する、という状況が現在達成

できているとはいえない状況となっていま

す。本稿ではLRITについて簡単に説明し

た上で、その現状と今後について記述して

みたいと思います。（本稿は2009年12月時

点で記述しています。）

通信事業者〔CSP）

図1　LRITの概念図
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システムの概要

　冒頭から釈迦に説法ですが、LRITそ

のものについてまず簡単に説明すると、

LRITとは、2001年9月11日の米国同時

多発テロを契機に、外洋を航行する船舶

の動静を把握するための新たなシステム

として、米国が導入を提案したものです。

LRITにおいて船舶は、船上に備えた衛星

通信装置によって位置情報を陸上あてに送

信し、これを受信した陸上のDCでは、条

約に定められたスキームに従って情報を国

際交換します。

　SOLAS条約が定める船舶（国際航海旅

客船および300トン以上の貨物船等）は船

上搭載機器（事実上インマルサット）によ

り、原則6時間ごとにID、位置、時刻の3

要素からなる情報を、所属旗国のDCにあ

てて送信します。日本を含め、多くの締約

国は自らDCを設置しますが、　EUなどは

地域内の締約国が共同で設置する形態の

DCを設置する計画としています。

　LRIT情報の送信にあたって船舶は経費

の負担を要しないことになっており、簡

単に言えばDCが着信払いの形で通信料を

負担します。DCはその後、条約で認めら

れた権限のスキームに従って情報を交換し

ますが、実際の交換はASP（Application

Service　Provider）と呼ばれる事業者が介

在して行ないます。LRIT情報は6時間ご

との定時通報を基本としますが、必要があ

る場合、DC側からの設定によってこの間

隔を最短15分まで短縮することができま

す。

　また、最新の位置を送信させるコマンド

を送り出すこともでき、この機能を「ポー

リング」と呼びます。LRITはSARのツー

ルとしても有効と認識されていますので、

捜索対象海域を円形または矩形で指定し、

その中に所在する船舶対象にポーリングを

行う機能も用意されています。この場合、

SAR機関に経費の負担は求められないこ

とになっています。

　LRITによる情報の交換においては、内

水、領海、沿岸1，000海里までの公海とい

う3種類の海域に応じた情報の取得権限が

定められていますが、公海上にある他国籍

船の動静情報を入手する権限の設定は、船

舶の法的地位の原則である「旗国主義」の

例外ともいえる性格を持つため、制度設計

にあたって慎重なスキーム作りが求められ

るとともに、適正な権利行使を保証するた

め、第三者国際機関（IMSO）による「監査」

という制度も併せて導入されました。監査

においてはSARの名を借りた無料利用が

不当に行なわれないかといったことも監視

することになっています。

　船舶は原則6時間毎に旗国のDCに位置

通報を行ない、旗国DCは所在位置を問わ

ず自国籍船舶の位置情報を管理しますが、

DCは自国籍の船舶がいずれかの国の内水

または自国領海内にある場合はどこにも情

報を提供する必要はなく、それらの海域を

除いたいずれかの国の沿岸1，000海里内に

ある場合は当該沿岸国に対して情報を提供

します。（1，000海里というきりの良い数字

に格別の意味はありませんが、通常の船舶

が2昼夜程度を要して航行する距離であり、

なんらかの情報に対応するためには十分な

時間的余裕であると考えられています。）

　これが船舶に対する旗国主権と沿岸州の

海上セキュリティ要求とを調和させた新た

な海洋制度の原則ということになります
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が、自国向けに航行する船舶については公

海上の1，000海里という距岸制限なしに情

報を入手できること及びSAR目的でも地

理的制限なく情報が利用できること、とい

う例外も設けられています。

図2　LRITデータセンターの画面表示例

LRITにかける米国の執念

　沿岸船舶の動静把握を強化するため、

AISの導入を前倒しする決議が2002年6月

カナダでのG8サミット及び同10月メキシ

コでのAPEC首脳会議において採択されま

したが、LRITはこうしたセキュリティ強

化策を外洋に広げる取り組みとして提案さ

れたといえます。9．11テロの5ヵ月後に早

くもこうした提案を行なった米国は、その

後海上セキュリティ強化の国策で一貫して

おり、AIS全国網の整備やLRIT、　MSSIS

（AIS情報の国際交換）の実現は、　MDA

（Maritime　Domain　Awareness）という国

家政策の一部として重要な部分を構成して

います。

　こうした提案は、2006年5月のMSC81

で条約化されましたが、構想から実現まで

に10年以上を費やしたGMDSSに比べる

と、IMOの審議としては異例のスピード

といってよく、海上セキュリティの強化に

対する米国の強い関心を表しています。

　そもそもLRITは各国が諸手で賛同する

ような制度ではありませんでした。船主に

とってはなんら直接利益のないものに新た

な義務と経費負担を課される警戒感、発展

途上国はデータセンターというものを設置

して運用することへの困惑、また便宜置籍

国にとっては単に税法便宜を与えるだけで

実質管理していない数多くの船舶から通報

を受けるスキームを構築する負担といった

多くのネガティブ面が懸念され、「海上セ

キュリティの強化」という誰もおおっぴら

には反対できない大義と、一種強引ともい

える米国の主導によって何とか出来上がっ

たといってよいものです。

　条約採択に至るまでには、「通報におけ

る船舶側の負担なし」「環境・安全にも有

効」「SAR機関の無料利用」といった数々

のセールスポイントが作り出され、最後は

「誰がアメリカに正面から反対できょうか」

という雰囲気の後押しにより、条約が出

来上がったといっても過言でありません。

SOLAS条約はTacit　Protocolという、「期

限内に明示の反対をしない限りは賛成とみ

なす」という発効手順を持っており、他の

条約のように一定批准国数を満たすという

要件がありません。

　このため、いちど条約採択会議で署名し

たら後から異議通告を行なうことは心理的

に難しく、批准せず発効を遅らせるという

戦術も使えないため、本音では懐疑を含み

つつも条約は発効要件を「満たしてしまっ

た」というのが実際のところだったのでは

ないかと感じています。このことは、条約

発効後の実務論議の過程においてパナマ、
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イラン、中国などから条約実施期限の見直

しを求める要求が何度も出されていたこと

からもうかがうことができます。

LRITの今

　条約期限を目前に控えた今（12月1日

現在）、LRITの状況はDC設置数38、　DC

参加国財67となっています。これはEU

共同DCが29力国（27力国＋ノルウェー、

フィンランド）を収容しているためで、

SOLAS締約政府は159ありますから、国

数では未だ92力国／地域がDCを設置し

ておらず、それらの国の船舶は情報を送

信すべき先となるDCがないことになりま

す。ただし、67の中にはパナマ、リベリ

ア、バハマ、マーシャル諸島、中国といっ

た大船腹国が含まれているため、船腹ベー

スでは既に8割を上回る船舶がLRIT要件

に適合している状況になっていると思われ

ます。

　しかしながら、DCが情報を国際交換す

るためには、データ交換により発生する料

金の課金、収納代行、決済といった商業運

用面を整理する必要があります。こうした

業務は通常国の機関が直接行うことはな

く、ASPと呼ばれる通信事業者が介在し

て代行するため、ASP問で料金、請求期間、

決済通貨などを細かく定めた業務契約が必

要ですが、こうした契約の締結がDC問で

円滑に進んでいないため、有効な国際デー

タ交換が活発に行われているとはいえない

状況にあります。つまり、各DCは自国籍

船舶の情報を日々受信蓄積し続けているだ

け、ということで、海上保安庁が日々受信

し続けている日本籍船舶のLRIT情報も、

他のDCにはこれまでほとんど提供されて

いない状況です。

　ASPは国際データ交換が行われること

で利益を得るわけですから、LRITのこう

した現状は大いに不満であると思われま

す。LRITはASPが継続的に利益を得るこ

とで長期の運用が保証されますから、いつ

までもデータ交換が開始できなければシス

テムの存続自体に黄信号が灯る可能性も否

定できません。IMOは、　DC問の契約は民

事主導で決定されるべき事項であるとして

距離を置いていますが、DC間契約の推進

が今後の焦点のひとつであることは間違い

ありません。

　DC聞契約が進まない最大の理由は「経

費負担」の問題が明らかになっていないと

ころにあります。旗国は自国籍船舶からの

LRIT情報を受信しますが、条約は情報送

信にあたって船舶に負担を課さないことを

規定していますから、必然的に旗国のDC

は通信料などの経費を一・義的に負担しなく

てはなりません。その後国際データ交換網

を通じて情報を必要とした他国に情報を提

供する際にコストを回収するわけですが、

各国が情報を購入し確実にコスト回収がで

きる見通しがない以上、大量のデータを収

納するパナマなどの大船腹国が警戒するの

は当然とも言え、売れなかったデータ（不

良在庫P）をオーバーヘッド（共通超過コ

スト）としてシステムに再配分するかどう

か」という点の議論に多大な時間が費やさ

れました。データが積極的に購入されない

場合、大船腹国ほど「不良在庫データ」を

抱え込むリスクが高くなります。

　SOLAS船の数全世界で45，000～50，000

隻程度といわれますが、我が国の約250隻、

パナマの約8，000隻というように船籍国毎
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の大きなばらつきがあり、国によっては「数

隻」というところもあります。コストの問

題は未だ明確な結論を得ておらず、DCは

データを他のDCに売るに際して経費回収

分を上乗せしてもよいが、利益を上げては

ならない、とのみ合意されており、あとは

データ交換事業者が商慣習に基づいて決定

することである、というような漠然とした

共通認識で現在に至っています。

IDEをどうするか

　DCがLRIT情報を国際交i暮するために

は、IDEと呼ばれるデータ交換設備が必要

になります。これはスイッチングのための

サーバーで、DCからのデータ要求を要求

先DCに転送するとともに、提供されたデー

タを要求元に返します。IDEには監査のた

めのログが備えられますが、情報を保護す

るためデータのヘッダーのみを保存し、コ

ンテンツの記録は保存しないようになって

います。

　IDEはLRITが国際データ交換システム

として機能するために必須のものですが、

LRITの実現性自体に懐i疑が持たれていた

時点でこうした設備を請け負う国や商業

機関はなく、LRIT提唱者である米国は仕

方なく、期限付きで自ら「暫定IDE」を開

発設置し、無料でLRITに提供しました。

USCGは2012末を暫定IDEの提供期限と

して議会に約束しており、それまでに「恒

久IDE」の引き受け先を見出す必要があり

ます。

　そのためのRFPが最近公示され、開発

に数百万ドルを要したIDEの技術資産と

ノウハウのすべてを米国は無償で譲渡す

る、としていますが、IDEが確実な利益を

生むものとして引き受け者が現れるために

は、データの活発な国際交換が安定して行

われる状況になることが必要であり、その

意味でもDC問の契約推進が重要要素とし

て今後一層注視されると考えられます。

LRlTの誤解

　誤解、といっては問題があるかもしれま

せんが、LRITによる船舶動静情報取得に

はいくつか考え違いをされていると思われ

る点があります。

　ひとつは、特定船舶の動静をピンポイン

トで得られる、という理解で、通常沿岸国

に自国1，000海里内の沿岸海域をどのよう

な船舶が航行しているかを事前に知る方法

はありません。従って、沿岸航行船舶の情

報を得るためにはとりあえず1，000海里内

に所在するすべての船舶についてLRIT情

報を取得し、所在船舶の状況を知った上で

それらの中から関心対象とする特定船舶の

通報頻度を短く（ポーリング）するなどし

て監視を行ないます。

　したがって、数多くの船舶の中から1隻

または少数の船舶だけを抽出して効率よく

監視するということは運用機能上実現され

ておらず、LRITは「船舶単位の監視」で

はなく「海域単位の監視」であるというこ

とです。また、船籍単位の監視という機能

もなく、某国船籍の船だけを対象にLRIT

情報を取得する、という機能もありません。

つまり、LRITで船舶を監視するには、広

い海域を常時監視していることが運用の前

提となるわけで、必要なときだけ特定の船

舶をミニマムの経費で都合よく監視する、

という機i能がLRITにはない、ということ

です。
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　このことは、自国沿岸海域をLRITで監

視するにはそれなりのデータ通信経費が必

要ということで、ポーリングによって通報

間隔を短くするという操作は定時通報の

数倍のコストがかかりますから、それな

りの経費措置が必要です。言い換えれば、

LRITは各国が広大な海域の情報を常時継

続取得することによって不審な船舶に監視

の網をかけるという運用を前提としていま

す。自国沿岸海域を航行している船の数は

事前にはわかりませんから、請求書は運用

してみないとわからない、という面があり、

LRITがビジネスとして成り立つためには

データ交換量が多いほど良いのは当然です

が、逆にこれがデータの国際交換が促進さ

れない理由のひとつにもなっているように

思われます。

国に対し、情報の商業的機微への配慮、不

正アクセスからの保護、国際法に則った適

切な利用を求めている）ため、旗国が自国

籍船舶の位置を安全に把握する手段として

有効に活用できると思われます。

　もちろん、内水、領海、自国向け、沿岸

1，000海里といった情報入手権限の制約に

より、いつでもどの船でも確実に情報を得

られるわけではありませんが、本来自国に

対する船舶の脅威に対処するためのLRIT

が、特定海域を航行する船舶一般の安全を

確保するための手段として注目されるとい

うのは当初予期しなかった副次効果といえ

ます。実際、国によっては自国籍船舶が当

該海域を航行する場合、ポーリング機能を

用いて高頻度の位置把握を行なっていると

いわれています。

海賊対策にLRITがあれば？

　時刻と位置だけを通報するLRITと異な

り、AISははるかに多くの情報を伝えるこ

とができます。これを利用し、ORBCOM

など、衛星によって広範囲にAIS情報を収

集するという商業計画がいくつかあること

は御承知の通りですが、反面LRITはAIS

のように簡単に周囲に傍受されることがな

く、情報は国家によって管理されるため、

活用方法次第でAISとは違う有効性がある

と考えられます。

　その例として海賊対策があり、ソマリア

沖のアデン湾を航行する船舶には海賊に位

置を悟られないためAISを切って航行す

るものが多くあると伝えられていますが、

LRITは旗国にのみ情報を送信し、情報は

条約のスキームのみで国家により保護され

ることになっている（SOLAS条約は締約

LRITの今後

　これまで書いたことの繰り返しになりま

すが、LRITが有効なシステムとして機能

し、長期的に安定運用されるためにはDC

の設置推進という条約実施面に加えて、各

国のLRIT情報取得による国際データ交換

の促進という運用面及び商業面での充実が

求められます。2013年以降の恒久IDE設

置も重要な問題です。

　LRITは条約採択の迅速さと裏腹に、シ

ステムの実現は条約発効後においても諸議

論が百出し現在に至っています。LRITの

主導者米国は、条約不適合によるPSCの

発動を当面猶予することに同意し、有効な

設備を備えていれば実際の定時通報を行っ

ていなくても規制の対象としない措置を本

年9月まで実施してきました。LRITを理

由とするDetention等がおこなわれたとい

一8一 JACRAN，　No．51（2009）



う情報はこれまでにありませんが、名実と

もに条約完全実施となる本年末以降、AIS

を適切に送信していないだけで高額の罰金

を科すといわれる米国がどのような方針を

とるか注目されています。

　また、LRITでは各国の情報入手権限の

根拠となる内水、領海、沿岸1，000海里と

いう3種類の境界線が用いられていますが、

特に領海については各国が自国主張海域を

そのまま適用し、重複があっても構わない

（LRIT領海は運用上の必要から設けるも

ので政治的に無色）とされているものの、

それは建前だけのことであって、実際は各

国の政治的思惑から無縁であるはずはあり

ません。

　これまで、自国の正確な領海を明確に

対外公表していなかった国にあっても、

LRITによっていやおうなしに自国領海を

明らかにせざるを得なくなっているわけ

で、その情報はIMOのDDPサーバーとい

うものを通じて世界に公表されていますか

ら、今後LRITの線引きをめぐって予期せ

ぬ（あるいは当然予想された？）争いが噴

出することもありうるのではないかと思い

ます。

聖明辮灘

臨耀

灘

最後に

　小職は、LRITのために開催された各種

会合に出席するため、ロンドン、パリ、リ

スボンと場所を変えつつ10回以上各地に

出張し、審議が進んで新たなシステムが姿

を現す過程を直接体験するとともに、多く

の知己を得ることができました。これは頻

繁に異動する役人としては容易には得られ

ない機会であり、テロを契機に着想された

LRITというものに感謝する面も個人とし

てはあります。

　しかしながら、条約ができて発効したと

いっても、有効に使われないシステムが構

築され、一部の事業者は利益を得たものの、

船主に新たな義務を課しただけで社会的に

は効果を発揮せず無駄に塩漬け、というの

は最悪のシナリオで、IMOは面子を問わ

れ、各国主管庁も国費の無駄遣いとして国

民や船主からの批判を浴びることが避けら

れなくなる事態です。

　また、途上国等から高すぎると批判され

ているDC監査料金の問題や、監査実施の

技術的手法など、実務面で解決されてい

ない問題も存在しています。LRITはMSC

の継続議題とされており、2010年5月の

MSC87で条約完全実施後初の総括が行な

われますが、それに向けてLRITは正念場

を迎えることになります。

図3　リスボンでのLRIT財務事項に関する
　　作業部会風景
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AIS－Space…Contributing　to　global　safety　and　security

　　ComDev社

George　T．　Best

概要

　地域的経済から国際的経済へ発展が移行

することにより海上船舶数は安定して増加

している。この増加とともに、保安、環境、

生命の安全に関する問題が全世界的な海上

交通の監視方法について開発する必要性が

出てきた。この様に、全世界的な船舶の監

視能力の開発について商業、民間、軍用で

関心が高まっている。

　既存のデータ収集システムは、沿岸海域

の情報提供を行うには限界があり、そのほ

とんどが全世界的な見地では十分適切なも

のとは言えない。さらに複雑な状況として、

既存船舶の改良を船舶のオーナーや乗組員

に強いることなく、そのシステムを実施す

ることが望まれているのは事実である。全

世界的に必要とされている適切な既存シス

テムの1つに、自動識別システム（AIS）

がある。国際海事機関（IMO）により開

発されたAISは、船舶間、船舶陸上間で衝

突の回避や状況認識のために使用できるよ

うに設計されたものである。

　広範囲な海域でAISを受信できるように

何年間にもわたり宇宙からのAIS信号の収

集について感心がもたれており、初めに宇

宙からAISを収集できるか確認するための

実験が行われ、実際に宇宙からの信号が受

信できることが証明できた。そのシステム

の技術的挑戦の結果に基づき、宇宙からの

受信が可能となるように陸上の見通線無線

通信システムを適用することになった。ま

たこれに加えて、多くの技術、セキュリ

ティー、法律、ビジネス問題がある。

　全世界的なAIS監視システムを実施す

るためのチャレンジについて本紙では議論

している。初めに、これまで追求してきた

COM　DEVの技術的挑戦の検証やアプロー

チ、次にプレゼンテーションに移り、チャ

レンジ実施期間中に開発する全世界的な政

治的、法的、ビジネス的な試みについて議

論していく。

1　はじめに

　自動識別システム（AIS）は、船舶問

や船舶陸上間において衝突回避の支援や

船舶通航管理で利用できるシステムであ

る。AIS信号は、船舶のID、位置、速度、

針路等のショートメッセージで構成され、

VHFで放送するものである。　AIS送信機i

は、特定クラスの船舶に義務付けられてお

り、その他のクラスには任意で搭載できる

（捜索救助船舶や航空機を含む）。国際航海

に従事する300トン以上の全ての船舶、国

際航海に従事しない500トン以上の貨物船、

全ての旅客船に義務付けられたサービスで

ある。クラスBは、プレジャーボートを対

象にしたAISサービスである。そのシス

テムがより一般的となることで、AIS受信

機や表示システムは、船舶に搭載するロー

カルエリアでの共通認識ツールになってい
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る。

　通常、AISシステムは、50　kmから100　km

の電波到達領域を持っているが、長距離で

船舶の位置を認識するには限界がある。さ

らに、AISシステムは、自己管理型時分割

多元接続方式（SO－TDMA）を使用して

おり、同じセル内に他船からの情報がオー

バーラップしないよう千船の情報を放送で

きるように自己管理するセル内で全ての船

舶に割り当てる。オーバーラップするメッ

セージは、しばしば衝突メッセージとして

注意している。

　宇宙からAISメッセージを収集するた

めの能力は、全世界的規模での海上交通の

認識に関して重大な影響を持っており“シ

グナルオポテユニティー”を提供する。こ

れは、捜索救助、国家セキュリティー、環

境調査、船舶経済を含むかなり多くのアプ

リケーションの入力として提供される。以

下の資料では、地上RFシステムからの信

号の探知や配信の結果として生じる技術的

チャレンジについて議論している。しかし、

技術的チャレンジは、全世界的AISセンシ

ングやネットワーク配信の開発期間に生じ

た困難な部分のみである。資料では、この

システムの法的及び経済的なチャレンジの

議論に移っていく。

2　宇宙からのAlS技術の実施

　先ほど述べたように、AISシステムは、

実際には75km以内のセル内で地上使用で

きるよう最適化されたものであり、メッ

セージの衝突を避けるためにSO－TDMA

（自己管理型時分割多元接続）方式にそれ

ぞれのセルが従うことにより再現率が低下

する。もし、そのシステムが複数のセルを

受信する能力を持っているとすると、メッ

セージがオーバーラップする可能性が出て

くる。多くのメッセージを考慮すればする

ほど、メッセージのオーバーラップが発生

する機会が多くなる。さらに、メッセージ

の衝突が増加する可能性として、宇宙空間

にある受信機は、宇宙に向け放射された低

い出力の信号を扱わなければならず、ドプ

ラー効果が信号の劣化の原因となる。宇宙

空間からAISメッセージの探知や抽出を行

うための技術的問題について、数年間にわ

たり調査された〔1〕。

　メッセージの衝突問題は、さらに解決が

困難であり、標準RF設計技術を使用する

ために解決が必要な問題として残されてい

る。図1は、オーバーラップ（衝突した）

した信号とオーバーラップしていない（衝

突していない）信号の違いについて例示し

ている。非オーバーラップメッセージは、

簡単にベースバンドシグナルを引き出すこ

とができる。しかし、オーバーラップした

下学ージからの回収はとても困難なもので

ある。いくつかのケースでは、オーバーラッ

プにより、メッセージを区別することさえ

困難であった。

2．1　特別な利益を提供する技術的

　　アプローチ

　これまで、衛星により受信した全ての信

号を復号化するためにはGMSK（ガウス

ミニマムシフトキーイング）復調と組み合

わせた標準VHF受信機を使用することが

一番の解決法である（専用アンテナを持つ

標準AIS無線ターミナルの使用が不可欠）。

メッセージの衝突問題を扱う場合、関心を

持つ海域上で長期間、かつ頻繁に観察を行
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うことが必要となる。船舶の密度が低い海

域では、メッセージが衝突する可能性は低

く、この方法により適切な能力を提供でき

る。
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図1　きれいな非オーバーラップAis信号（上

　　図）と衝突したAIS信号（下図）の比
　　較データはCOM　DEV　NTS衛星により
　　収集されたものである。ピークはAIS
　　の船舶送信を示している。
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　アンテナの電波到達範囲は、船舶の探知

数を増加できる別な方法である。しかし、

同時に見通しセルを減少させる原因とな

り、全世界的に提供できるカバーエリアが

増加する一方で、全てのセルを観察下に置

く時間を減少させる。船舶のAIS送信率は

様々であり、2秒ごとに頻繁に送信される

ものから、3分毎でほとんど送信されない

ものがある。そのセルにおいて、全ての船

舶から少なくとも1つのメッセージを確実

に受信できるように、そのセルは見通し内

に少なくとも360秒又はフットプリントが

2，700kmになければならない。この制約さ

れるフットプリントでさえ、複数のセルの

カバレッジの原因となり、高いメッセージ

の衝突が起きる可能性がある。

2，2　現在の困難を早期克服する新たな取

　　　り組み

　COM　DEV　Ltd．は、実験用のシミュレー

ションと航空機を使用して、異なった観点

からのアプローチ、開発、実験を行った〔2〕。

これは、AIS通信で宇宙空間からのAIS信

号の受信に必ず発生する衝突問題を扱うも

のである。この無線通信の目的は、人工衛

星の通過による船舶探知レベルをかなり高

いものにするためである。地上実験で成功

した後、COM　DEVは引き続き航空宇宙

研究大学（UTIAS／SFL）と共にNTS衛

星（船舶追尾用ナノサテライト）の設計、

開発作業を行い、打ち上げた（応答性宇宙

空間プラットフォーム〔3〕を使用し、COM

DEV　Ltd．　AIS無線通信を搭載する）。図2

に示すように、NTS衛星は宇宙空間から

の低いAIS信号を収集することができるよ

うに非常に有効なものである。

　！’

　ノ

　～

図2　NTS衛星の概観

　非衝突プロセスは、当初宇宙空間からの

観点で理論的に送信機の信号モデルからの

入力を使用するものが開発された。このモ
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デルは、飛行実験から得られたデータを使

用するものに改良され、現在ではNTS衛

星から受信した信号によるものに変更して

いる。

　その結果、商用受信機のアプローチに対

し大幅に探知数が改善された。この対比

を図3で示す。図4は、NTS衛星からの全

世界的AIS探知の図を示している。この

イメージから全世界的な船舶通行レーンや

ふくそう海域を明確に描写することができ

る。

図3　90秒データセット間のCOM　DEv　Ltd．

　　AIS無線（上）と商用受信機（下）の
　　探知数比較

図4　NTS衛星からの総数23の90秒スナッ
　　プシヨットによる全世界的な船舶の探
　　知。この図には11，631隻のクラスA船、

　　52隻のクラスB船、2機のSAR航空機、
　　160の基地局が含まれている。ゲート
　　ハウスソフウエアがデータ表示に使用
　　されている。

　COM　DEVのリアルワールド実験の結

果は、かなりのレベルで忠実に早期シミュ

レートされ能力が証明された。これらの結

果を市場調査した既存地上システムの性能

と比較した。この比較により明らかになっ

たことは、地上システムの目標となる視界

領域（実際には陸上から75km未満）に対

して、1つの衛＝星が通過する問に5，000km

の領域の船舶を平均探知し提供する能力を

もっている。

　地上AISシステムは、連続的なカバー

エリアの利点を持っており、沿岸付近では

100％に近い探知率を持っている。それら

は、かなり制約された電波到達距離であり

カバーエリアは平方マイルあたりかなりの

ハイコストとなる欠点がある。宇宙空間か

らのAIS（AIS－S）は、平方マイルあたり

のカバーエリアは低コストであり、平均探

知能力を比較すると完全に全世界をカバー

して提供できる長所を持っている。欠点で

ある低い探知能力は、陸上局のものに近づ

いており、断続的な船舶の更新が唯一の問

題として残っている。それゆえ、AIS－S
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及び地上システムは、共に海上ドメインの

認識のために包括的に必要とされることを

意味し、他ではできない特徴をそれぞれが

提供する。

3　宇宙空間からのAIS受信により

　　生じるビジネス問題

　全世界的AIS－Sを提供するシステムの

開発は、大事業でありかなり高額な投資が

必要となる。歴史的には、その様なシステ

ムは、政府の宇宙当局で提供されているも

のだけである。これは、衝突問題を解決す

るためにそれぞれの衛星のカバーエリアの

限界に依存することであり、特にシステム

設計に言えることである。そのようなシス

テムは、その時点で、適切な船舶更新率を

提供するために、かなり多くの衛星を配置

しなければならない。

　これは、すべてのAIS－Sシステムに関

しサービスの品質を決定するための基本的

な得失評価である。

　COM　DEVは、全世界的なAISイメー

ジについて広範囲なユーザーニーズや潜在

的要望の調査を実施している。この調査に

より、明らかになった主要ニーズは：

1）各船舶からの頻繁な更新一（船舶のリ

　フレッシュレート）

2）高い補足率一地上システムと比較して

　同等又は良好となるような通過する問の

　船舶視認能力

3）データのセキュリティーと品質一過去

　の船舶追尾データは、繊細でありかつ価

　値あるものであり、不注意な考えにより

　配信すべきではない。

4）環境事故調査やその他のアプリケー

　ションに必要な過去の船舶追尾へのアク

　セス

　これまで、これら必要条件のはじめの二

項目は、衝突問題を解決するために必要と

される膨大な衛星系の配置に必要な高額な

費用のために商用では不可能と考えられて

きた。唯一の解決法として、他の目的で設

計された衛星を標準AIS－S受信機として

従事させるシステムが考えられた。これは、

AIS－Sの配置を低コストにすることがで

きる一方で、市場の必要条件を直接扱うこ

とはできず、本来のトレードオフは、常に

様々な主要配備ミッションを扱うことにな

る。

　前に説明したCOM　DEVテクノロジー

を使用することで、より小さい衛星群で市

場ニーズを満足するに相応しいものにな

る。特に1、2時間オーダーの迅速な船舶

更新率は、ごく少数の低コスト衛星で達成

できる（依然として高キャプチャー率を提

供する）全て手ごろな費用で。

　後半の2つのマーケットニーズは、スペー

スセグメントでは扱わないが、実行する地

上セグメントの質により扱う。AIS－Sデー

タの全ての無線通信は、末端から末端まで

暗号化されなければならない。データは許

可を受けたユーザーのみに提供されなけれ

ばならず、国際的合意と理解に一致した

ユーザーに許可される。過去の航跡のデー

タベースは確実な設備で長期間保護されな

ければならない。

　AIS－Sプロバイダーは、これらのマー

ケットニーズを十分満足するために、その

システムの開発、方針、手続きについて追

加投資を行う必要があり、データセキュリ

ティーの確実なデモンストレーションを実

施しなければならない。
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　この投資は、技術的、経済的、運用的

チャレンジを示しており、それ自体が衛星

の配置とほとんど同じ複雑なものになって

いる。特にソフトウェア及びデータベース

の解決が、物理的セキュリティーや信頼性

を確保するための高い信頼性を持った地上

施設と共に、表示能力を提供することが必

要とされている。

　つまり、完全に徹底した解決が、AIS－

Sマーケットのニーズを満足できる。

　消費者の観点から、政府の海事当局は、

AIS－Sの主要ユーザーを代表するもので

ある。沿岸警備隊、海軍、環境庁及び水産

省は、現在可能なものよりも海上ドメイン

のより完全な状況を強く必要としている。

AIS－Sから利益を得ることができる多く

の商業用アプリケーションが新たに出現し

ているが、商業用アプリケーションが、デー

タセキュリティーを確実に保持できるよう

に注意深くなる可能性がある一方で、多く

のアプリケーションが懸念を生じさせるこ

と無く残されたままである。

　1つの例として、船主の認可を得た保険

会社が、航海中の船舶確認や船舶の損傷や

消失した場合に、過去の船舶の航跡を追尾

するために独立した手段を要望することが

考えられる。

　オーナーにとって自船を追尾するため

に、他の多くの既存する無線通信手段につ

いて検討することは重要なことである。こ

れらの手段には、イリジューム、インマル

サット、及びその他のものが含まれてい

る。船舶の正確な通報を単独で確認するこ

とは、かなり困難である。同様に、沿岸警

備隊のような第三者にとって、その海域の

船舶の追尾や無線通信を行う行為は困難で

ある。

　LRIT（長距離識別追尾システム）は、

国際海事機関が率先しているもので、特に

宇宙空間の資産を活用したメカニズムで設

計された断続的な通報を提供するものであ

る。潜在的なユーザーについて考察すると、

AIS－Sは、　LRITシステムの目的を高め支

援する補完的なシステムとして位置づけら

れる。AIS－Sは追加情報（例えばコース

やスピード）を提供し、多くの海上アプリ

ケーションに価値あるものとなる。AIS－

Sは、ポーリングの必要が無く、頻繁に更

新情報を提供できる。一方LRITは、ほぼ

全ての政府により受諾された長距離通報用

の世界的標準である。基本的なドメイン認

識を6時間毎に行い、必要により船舶をポー

リングする能力を持っている（変動費で未

知のものであるが）。

　ほとんどのインタビューを受けた潜在的

顧客は、その国内でのLRIT開発の状況に

関わらず運用できる独立した捜索能力を

提供できるものとしてAIS－Sを見ている。

両システムは必要とされており、相互的に

支援する価値を市場に提供している。

　データサービスの価格は、常に重要な

チャレンジとなる。国際的に簡単で公平で

あることが重要である。多くの無線通信事

業会社は、かなり複雑な支払いシステムの

実施を試み失敗している。とはいえ、全世

界的AIS－Sが目的とする価値はかなり高

い。もし総合的な解決策がこの資料で示す

費用対効果技術を使用して開発することが

できれば、有望な商業的解決法が実行可能

となる。このマーケットで扱われている解

決法はおそらく、そのシステムを配備する

ために税金を使用して政府の必要性を除去
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することができ、政府間／各省庁間の航空

宇宙海上計画よりも早くマーケットにAIS

－Sを潜在的に導くことができる可能性が

ある。

4　結論

　結論として、AIS－Sは、これまでにい

くつかの技術的な問題に直面してきたが、

衛星の配置に莫大な投資をすることである

程度解決できた。COM　DEVは、信号衝

突の問題の中核についてコスト効率上手く

扱った強力な技術の組み合わせで開発し

た。現在ではこれらの技術はリアルワール

ドスペースアプリケーションとして証明さ

れており、技術的で経済的に適した商業

AIS－Sを提供する施設を作っている。商

業AIS－Sサービスを提供するための開発

や運用は、衝突のない信号受信の問題を解

決するために、初期のものをはるかに超え

た手ごわい挑戦となり、総合的問題の解決

を必要とする。

　一旦、衛＝星で補足されたAIS－Sデータは、

その業務は費用効率のよい方法で地上の

中央保管所に送信されなければならない。

データは主として世界のあらゆる場所の船

舶からのメッセージにアクセスできるよう

許可を受けたユーザーに提供できるように

保管される。データは処理され、保管され、

送られ、タグを付けられ、品質をチェック

され、そして許可されたユーザーに配信さ

れなければならない。この全世界的なネッ

トワークは、監視され、連続して維持され

なければならず、サポートを世界中のユー

ザーが利用できなければならない。必然的

な問題が発生した場合は、ユーザーはシス

テムオペレーターに対し直ちに問い合わ

せ、問題を連絡して、タイムリーな対応を

必要とする。

　高品質なAIS－Sビジネスは、完全なサー

ビスを提供するためにこれらの全ての要因

を扱わなければならない。包括的な手段に

より、AIS－Sは、多くの生命の保存、国

境防御の支援、環境の保護、全世界的な

80億ドルの海上貿易産業を効率的にする

可能性を持っている。
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月周回衛星「かぐや」の状況と

ミッションを支える通信技術

　　　　宇宙航空研究開発機構（JAXA）

月・惑星探査プログラムグループ（JSPEC）

　　　　　　　　　　　星野宏和

1　はじめに

　月周回衛星「かぐや（SELENE）」のミッ

ションの目的は、「月の起源（成り立ち）

と進化（暉暉）」を解明することにあり、

手がかりとなる元素分布、鉱物分布、地形、

地下構造、重力場、磁場などをより詳しく

観測することである。「かぐや」のミッショ

ンは宇宙航空研究開発機構i（JAXA）の

SELENEプロジェクトチームが主体とな

り、バス系の開発は主に筑波宇宙センター、

ミッション機器の開発と運用はJAXA相

模原キャンパスを中心に行われた。

　本稿では、月周回衛星「かぐや」の状況

とミッションを支える通信技術を中心に述

べる。

1．1　月の特徴

　これまでに分かっている月の特徴を簡単

にまとめると、月には図1に示すように表

裏の二分性があり、地球から見える表側

（Near－side）に多い「海」は濃色の（火山

岩の一種でMg、　Feが多い）玄武岩に富み、

低地であるのに対して、地球から見えない

裏側（Far－side）は「高地」が多く（「海」

はほとんど存在しない）、白色の（Ca、　Al

が多い）斜長岩に富み、クレーターが多い

（古くから阻石衝突を受けている）特徴が

ある。

　月の起源（成り立ち）としては、約46

億年前に地球が誕生した直後に、原始地球

に巨大な天体が衝突し、両天体の破片が

【表側（Near－side）】（±也球から見える面）　　　【裏側（Far－side）】（地球から見えない反文寸側）

　　　　　　　　　　　図1　月の表裏の二分性
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集積して月が形成されたとする「巨大衝

突（ジャイアントインパクト）説」が有力

であり、その後の月の進化としては、月の

表層数百kmを覆った熱いマグマの海（マグ

マオーシャン）が冷えた後、白色で軽い斜

長岩質の上部地殻（高地）と、黒色で重い

かんらん石や輝石に富む下部地殻やマント

ルの大きく2層に分離され、地殻・マント

ルが形成された後、月が形成されてから

約10億年後頃からは、長い年月を経て月

内部の放射性元素が崩壊した際の熱により

暖められた溶岩が月面に噴き出して海を形

成して、次第に冷えて物質移動や化学分化

を伴う火山活動（海の形成）は表側でも約

10億年前までに終了したとする「マグマ

オーシャン」説に基づく火山活動の変遷（熱

史）が考えられている。

ンに加えてハイビジョンカメラHDTV

（High　De且nition　Television）を含む15の

ミッションがあり、図3に示す外観のよう

にミッション機器が搭載されている。観測

手段としての電磁波の波長域も、電波から

赤外線、可視光、紫外線およびX線、γ線

までと幅広く、これらの観測機器により、

「月の科学」の他、「月での科学」、「月から

の科学」をターゲットとしている。

蛍光X線分光計 X段s　　　　　　　i　
元
聚
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嬢
塞
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マルチパン替イメージャ 禰　　　　　　　　　　竃
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　　　　　　　　　　…s欝　電磁漁麟一輸i
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購ξ嚢繊邦舞繊鍵議膿灘蕪　　鵬　　i
一　鵬1三製瀟撒i三三綜i三三難 灘簾三　脱臼　｝

　　　　　　　’『，田田口，囀??纉ｫ灘装一三霧
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地球磁気圏　ヅ夢ズ穿イメセジャ 　　　　　　　　　　ヨVPl．電磁波何観嘆外｝i

図2　「かぐや」の科学ミッションと観測手段

2　月周回衛星「かぐや」の運用状況

　　と成果

2．1　「かぐや」の運用状況

　「かぐや」は図2に示す14の科学ミッショ

　「かぐや」は2007年9月14日（以下、日

本標準時）にH－IIAロケット13号機で種

子島宇宙センターから打上げられた。「か

図3　「かぐや」の外観とミッション機器
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ぐや」の運用はJAXA相模原キャンパス

のSELENEミッション運用・解析センター

SOAC（SELENE　Operation　and　Analysis

Center）で行われ、衛星分離、太陽電池パ

ドルやハイゲインアンテナの展開後は、2．5

周の月遷移軌道における軌道制御（マヌー

バ）や月周回軌道投入LOI（Lunar　Orbit

Insertion）、子衛星「おきな（リレー衛星）」

「おうな（VRAD衛星）」分離、15のミッショ

ンの初期機能確認を行った。図4に「かぐや」

の初期運用シーケンスを示す。

　初期機能確認では、月磁場観測装置

LMAG（Lunar　Magnetometer）の12mマ

ストと月レーダサウンダーLRS（Lunar

Radar　Sounder）の15mバイステムアンテ

ナ4本を伸展させた。約10ヶ月の定常運

用期間中は「かぐや」は月面に対して軌道

高度約100km上空にて軌道傾斜角約90度の

極軌道を約118分周期で周回しながら月の

全球観測を行ったが、後期運用では、より

低高度での観測も行われた。

　「かぐや」は月面を観測するために、図

3に示すように主に月面を観測する機器が

多い＋Z軸（Yaw）方向を月中心方向に±

0．1。以内で指向させるための姿勢制御を

行っており、リアクションホイールで太陽

風（太陽からの粒子の流れ）や重力などの

影響による外乱トルクを吸収して衛星自体

の姿勢を安定させているが、月の磁場は微

弱なことから磁気トルカMTQ（Magnetic

Torquer）は使用できないため、スラスタ

を使用したアンローディング（unloading）

により蓄積角運動量を落とす運用を行っ

た。

　なお、4台のリアクションホイールを使

用するコンフィギュレーションでは約6周

図4　「かぐや」初期運用シーケンス
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回（約12時間）毎に町域上空で実施して

いるアンローディングの度に、LRSなど高

圧電源を使用する機器は放電を避けるため

に観測を停止している。また、軌道高度を

低下させないための軌道高度維持制御や視

野角が狭い機器の特に赤道近辺での観測領

域を補間するための軌道面制御を定期的に

行うとともに、太陽電池パドルSAPが一

翼のために、衛星軌道面と太陽方向とのな

す角度β角がOQをまたぐ半年毎にヨーア

ラウンド運用を行っており、進行方向が逆

転している。

　「かぐや」は残燃料をほぼ使い切り、

2009年6月11日に月面に制御落下させたが、

運用期間中に取得したデータの処理、解析

は現在も進められており、2009年11月か

らはデータの一般公開も始まっている。

2．2　「かぐや」の成果

　主に電波関係のミッションを中心にいく

つかの成果を紹介する。

（1）月レーダサウンダーLRS

　LRSは、月の地下構造を観測対象とする

サウンダー観測SDR（Sounder）、木星な

どの惑星電波の自然波動を観測対象とする

HF帯自然電波観測NPW（Natural　Plasma

Wave）、月周辺のプラズマ波動を観測対象

とするVLF帯（低周波）プラズマ波動観

測WFC（Wave　Forrn　Capture）を行って

いる。サウンダー観測では地下での減衰の

少ない波長約60m（4－6MHz）の電波を

送信出力約800W、パルス幅200μsで月面

に送信する。月表面においても反射が起こ

るが、一部の電波は地下に伝搬し、地下物

質の変化する境界（反射面）から反射が返っ

てくる。この反射の返ってくるタイミング

を厳密に測定することで、地下の様子を調

べることができる。サウンダー観測のデー

タ処理は、受信した波形データをFourier

変換することによってA－scan図（レンジ

ーエコー強度）を得た後、横軸を観測時刻

（あるいは月の緯度）、縦軸をレーダエコー

反射面までの距離（反射面の「見かけの深

さ」）として軌道に沿って並べることによっ

てB－scan図（水平距離一レンジ）を得る。

B－scan図はレーダグラムとも呼ばれ、近

接した軌道でのレーダグラムを対比するこ

とで側方からの表面エコーと地下エコーの

識別が可能となる。ここで「見かけの深さ」

とは電波が真空中を進むと仮定した場合の

到達する距離を尺度とした深さであり、電

波が実際に岩石中を進む速度は、岩石の電

気的な性質（誘電率）によって変わるため、

実際の境界の深さは「見かけの深さ」の2

分野1から3分の1程度である。

　北緯：26度／東経19度周辺の晴れの海（直

径880km）の地下構造の観測により、月表

面からの強いエコーに加えて、「見かけの

深さ」で約500rnと800m付近（LRSの深

さ方向の空間分解能は751n）の地下の反射

面からやや弱いエコーが観測されており、

地下の反射面は地表のリッジの地形面と平

行で玄武岩の溶岩流の問にレゴリス層がサ

ンドイッチされたような構造になっている

ことから、海の玄武岩は粘性が低かったた

めに、冷えて固まったときには表面が水平

な溶岩原がつくられ、反射面と月面との間

にある玄武岩の堆積後に平曲構造が形成さ

れた（地層が堆積し終えてから背斜が成長

した）ことを示している。晴れの海を覆っ

ている玄武岩は約28億4千万年前に形成さ
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れていることから、調査の結果、地下の反

射面は約35億5千万年前に形成された海で

あり、その上に約1億年にわたってレゴリ

スが堆積して、内部から溶岩が噴出して現

在の海が形成されたと推察されている。

　また、リッジは晴れの海が形成された後

にできたことを示唆しており、リッジが形

成された原因としては、28億年前を過ぎ

ても全球的冷却の度合いが予想外に大き

く、冷却により月全体が収縮し、表面にし

わとしてリッジができたものと考えられて

いる（例えば水星では、表面積の縮小に

よってできる断層が知られており、全球

的冷却がその原因とされている）。なお、

アポロ17号（1972年）の実験的なサウン

ダー観測ALSE（Apollo　Lunar　Sounder

Experiment）では、晴れの海において、

表面からの「見かけの深さ」2．7kmと4．7

kmに反射面が観測されているのに対して、

LRSでは反射面は観測されていない。その

他、LRSに関するサイエンス成果の詳細に

ついては、熊本（2009）に詳しい。

（2）リレー衛星中継器RSAT

　次の成果として、RSAT（Relay
SATellite）により月の裏側の重力場計測

が世界で初めて行われたことが挙げられ

る。月の重力は地球の約1／6であるが、

地球の重力と同じく、月の重力は一様では

なく、地形や地下に存在する物質の密度に

応じて地点毎にわずかな重力の強弱がある

ため、重力の強弱により衛星の軌道も摂動

を受ける。よって、「かぐや」の軌道を解

析することによって重力場を求める。

　各地点での重力の実測値から月全体の平

均値を引いた差を重力異常と呼び、フリー

エア異常は測定点の高さの影響を補正した

標準重力との差で、正の場合は地殻が浮き

過ぎ、負の場合は沈み過ぎを意味しており、

ブーゲー異常は基準面（ジオイド、仮想海

面（Om））から測定点までに平均的な岩石

が存在すると仮定して、その岩石による重

力の影響を取り除いた値であり、基準面よ

り下の質量異常あるいは密度の大小が反映

され、正の場合は基準面下の質量が平均よ

り大きく（密度が大きく）、負の場合は平

均より小さい（密度が小さい）。

表翻（枠：簸れの溝）　　　褻｛賊緯：アポ環盆地）

　　図5　月のフリーエア異常

　図5で示されるように、晴れの海では地

表面の玄武岩溶岩と地下のマントルの隆起

によって正の重力異常が見られるのに対し

て、裏側の南緯36度／西経150度周辺のア

ポロ盆地（直径500km）などでは、リング

状の負の重力異常（地形の凹み、地下に軽

い物質）が見られる特徴がある。

（3）レーザ高度計LALT

　電波ではないが、波長1，064nmのレー

ザ光を使用したLALT（Laser　Altimeter）

により、月全球の高度情報の精度が向上

した。高さ方向で約5rnの距離測定精度

で、ノミナルで1秒（月面では約1．6km毎

に相当）間隔の計測を行っており、得ら
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れた知見としては、オリエンタールベイス

ン（東の海）の多重リング構造など、200

－300kmサイズ以下の地形再現が劇的に向

上したとともに、高度基準を重心原点の半

径1737．4kmの球面とすると、月の最高地点

（Dirichlet－Jackson盆地の南端（北緯5．44

度／西経158．64度）での＋10．75km）、最低

地点（Antoniadiクレーターの内部（南緯

70．43度／西経172．58度）の一9．06km）の

精度も向上した。

　月の半径は地球の約1／4であるが、月表

面の起伏は地球と匹敵している。この他に

も、月の高度情報を元に特に（白夜の状況

に似ている）月の湾域における日照率を太

陽の位置関係から求めたところ、クレー

ター内部などの「永久影」領域を特定する

とともに、常時太陽光が受けられる永久日

照は存在しないことも判明した（最大の日

照率は89％（北極）、86％（南極）で、地

球の1年の324日、314日に相当する）。

（4）地形カメラTC

　リモートセンシングとして、メインセ

ンサでもある月面撮像・分光機器LISM

（Lunar　Imager／SpectroMeter）の地形カ

メラTC（Terrain　Camera）は、可視光で

衛星の真下に対してやや斜め前方・後方を

撮影する2台のカメラである。10周期分解

能による月全町の立体視（ステレオ）観測

を月の昼間の領域に対して行い、モザイク

画像や図6のような立体視画像、数値地形

モデルDTM（Digital　Terrain　Model）を

作成する。

図6　地形カメラによるテイコクレーター
　　中央丘の立体視画像

　また、10mサイズまでのクレーターが識

別できることから、クレーターの個数密度

が高いほど古いといった具合に、クレー

ターの個数密度からその場所の形成年代

を推定するクレーター年代学の手法を用い

て、これまで十分野研究がなされていな

かった月の裏側の海（30数億年前に形成

されたと考えられていたモスクワの海な

ど）の形成年代を調べた結果、モスクワの

海の一部領域などではクレーターの個数密

度が小さい（すなわち若い）ことから、月

の裏側においても海を形成するような内部

活動が更に若い少なくとも約25億年前ま

で継続していたことが推定されたという知

見が得られている。

3　「かぐや」ミッションを支える

　　通信技術

3．1　「かぐや」の電波通信

　「かぐや」のミッションで使用される電

波通信としては、「かぐや」S帯TT＆C（テ

レメトリ、コマンド、測距および距離変

化率RARR（Range　and　Range　Rate））、

X帯ミッションデータおよびLRSレーダ、

「おきな」4wayドップラ（臼田局→「おき

な」→「かぐや」→「おきな」→臼田局）、

「おきな」「おうな」VLBI（Very　Long
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Baseline　Interferometry）観測、「おうな」

電波科学RS（Radio　Science）が挙げられる。

　使用されるアンテナとしては、「かぐや」

は通信用S／X帯ハイゲインアンテナHGA

（High　Gain　Antenna）：1、通信用S帯副

ムニアンテナ：4、LRSレーダアンテナ：4

（送受信2対）、「おきな」は指向方向が水

平方向±160の通信用／VLBI用S／X帯垂

直アンテナ（対臼田局）：1、指向方向が法

線方向±70。の4wayドップラ用S帯平面

アンテナ（対「かぐや」）：2、「おうな」は

「おきな」と同じく指向方向が水平方向±

16。の通信用／電波科学RS用／VLBI用

S／X帯垂直アンテナ（対臼田局）：1がある。

なお、「おきな」「おうな」は月の公転面で

ある白道面に対して垂直になるように「か

ぐや」から分離され、約10rpmでスピン

している。

　「かぐや」では64m径アンテナの臼田局、

34m径の内之浦局、約10m径のGN（Ground

Network）局および34m径のNASA深宇

宙DSN（Deep　Space　Network）局を使用

した。初期運用では「かぐや」は主にオム

ニアンテナを使用したが、定常運用では

HGA経由で通信しており、10Mbpsでダウ

ンリンクされるX帯ミッションデータを臼

田局（または内之浦局）で受信するととも

に、S帯テレメトリ（ノミナル40kbps）／

コマンド運用／追跡データ取得は、上記局

の他、メインはGN局を使用している。なお、

特に高い送信機出力の地上局の場合に、「か

ぐや」へのコマンド送信時に月面での反射

に伴うマルチパスフェージングが発生した

ケースも発生した。初期運用および月食時

の国内局非可視時間帯はNASA　DSN局を

主局として使用した。また、子衛星の「お

きな」、「おうな」は臼田局を使用している。

「かぐや」地上系システムの詳細について

は星野（2009）を参照されたい。

　運用期間中に「かぐや」が軽負荷モード

LLM（Low　Light　Mode）に移行した場合

は自律化により太陽指向姿勢でスピンを行

いながらクルージングするが、その場合で

もいずれかのオムニアンテナで地上局との

通信ができるように4つのオムニアンテナ

が配置されており、地上側では、LLM発

生および月心指向時のHGA異常発生を想

定したS帯オムニアンテナ切替え計画を立

案して、予定の時刻に衛星側でアンテナを

切り替えている。

　基本的には各地上局から月が見えている

時間帯が各地上局における「かぐや」の可

視時間になるが、「かぐや」が月の裏側上

空を周回中は掩蔽時間となる。HGAは地

球上の各地上局のほか、「かぐや」が地上

局とは通信できない月の裏側を航行中は

「おうな」が電波を中継するように指向方

向を制御する。地上側では、可視情報を元

にした臼田局、内之浦局、GN局、「かぐや」

一「おきな」問の運用計画と天頂通過など

のHGA運用制限時間を算出して、計画立

案している。

　また、HGAからの特にX帯の電波には

指向性があるため、地上局方向を指向する

ようにHGAを制御する必要があり、地上

側にてHGA指向方向のパラメータを算出

して、アンテナ駆動制御装置（APS）の

運用スケジュールコマンドを作成してい

る。図7に外観を示すハイゲインアンテナ

は、図3（左）に示すように一Z面に展開

された1，600mmφのセンターフィードパラ

ボラであり、S／X帯共用である。利得は～
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33dB＠8GHz（X帯）、～24dB＠2GHz（S帯）

であり、熱制御、電波透過、表面導電に

影響がないようにサンシールドとしてGe

コーティングブラックカプトン使用してい

る。

　　　　　ゐ

ぐ凶
　　　　　　べ一黒パ享ル

　　　　　・ノ　ヒ圧穿　　一一静ンシ叫露
　　　　ま　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

　　　　続出＿羅薮、ド鰍伽繍

図7　「かぐや」ハイゲインアンテナ外観構造

　　模式図

　RSATは、月重力場のグローバルマッピ

ングを行うことを目的とした4wayドップ

ラ観測を行うための中継器である。「おき

な」に搭載されるリレー衛星搭：載中継器

（RSAT－1）と、「かぐや」に搭載されるリ

レー衛星対向中継器（RSAT－2）から構成

される。「おきな」の軌道決定には「おき

な（Rstar）」の2way－RARRデータが用い

られ、4wayドップラデータは、図8に示

すように、臼田局→「おきな」（RSAT－1）

→「かぐや」（RSAT－2）→「おきな」

（RSAT－1）→臼田局とコヒーレントで伝

搬され（S→S→S→X帯）、「かぐや」のドッ

プラデータから主衛星「かぐや」の月の裏

側における軌道が算出される。
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　図8　RSATミッションの概要

　VRAD（VLBI　RADio　source）　につい

ては、テレメトリ、コマンド、RARRは

「おきな」「おうな」は同一であるため、同

時運用はできない（「おきな」「おうな」は

排他運用である）が、「おきな」「おうな」

からの相対VLBI用の電波は世界各地の複

i数のVERA（VLBI　Exploration　of　Radio

Astrometry）局で同時受信して相関処

理されるとともに、電波科学RS（Radio

Science）として、「おうな」から送信され

る電波を利用し、月に存在する可能性のあ

る荷電粒子層を観測するミッションも行わ

れている。

　月の高度0－50kmにわたる領域に荷電粒

子層が存在するとの報告が旧ソ連の研究者

によってなされたが、高い信頼性を認めら

れず注目されないまま今日に至っているた

め、「おうな」が月の背後に回り込み、「お

うな」からのS、X帯の無変調の送信電波

が月の荷電粒子層を通過する際に周波数が

ごくわずかに変動することを利用して、荷

電粒子層の検出を行うものであり、電波は

臼田局にて受信する。子衛星「おきな」「お
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うな」の詳細については岩田（2009）を参

照されたい。

3．2　「かぐや」の電磁適合性

　「かぐや」では、システムおよびサブシ

ステム／コンポーネントがミッション期間

中に遭遇するあらゆる電磁環境下で、性

能を劣化することなく機能を発揮するた

めに電磁適合性EMC対策が取られてい

る。関連するミッション機器としては、

LRS、　LMAG、プラズマ観測装置PACE

（Plasma　energy　Angle　and　Composition

Experiment）の3機器が挙げられる。

　LRSは干渉雑音のうちで空間に放出され

る磁界・電界放射雑音限界RE（Radiated

Emission）の仕様として、送信するレー

ダの4－6MHzの雑音を電界放射雑音限

界の代表的な規定であるMIL－STD－461C

（REO2）規格よりも低くする必要があ

り、衛星内部に搭載する機i器は更に10dB

低減、衛星外側に取り付ける機器は更に

40dB低減およびRE限界ノイズ規制値を一

10dBμV／m（＝0．1μV／m）以下とすること、

コモンモード（不平衡）電流ノイズ規制値

（LCO1）として20dBμA（＝100μA）と設

定した。

　図3の「かぐや」の外観に見られるよう

に、電気シールドとして伝導MLI（Multi

Layer　Insulation）（電気を通しやすい炭素

が入った黒いサーマルブランケットとする

ことで遮蔽効果を高める）を使用している

点に特徴がある。LMAGは月の残留磁気

異常を検出するために、磁力計センサの磁

気擾乱は0．1nTより低くなければならない

ため、磁気擾乱の効果を減少させるために

12mマストの先端に取り付けられ、太陽電

池パドルのループ電流ができるだけ小さく

なるようにした。PACEは、「かぐや」の

電気潜在的分配を1V未満とする要件を満

たすために、伝導MLIが採用されて、太

陽電池のコーティングは伝導として作ら

れて接地されている。「かぐや」における

EMCの詳細については中澤（2008）に詳

しい。

4　日本／各国の月・惑星探査の動向

　本稿の最後に、日本／各国の月・惑星探

査の動向を紹介する。現在は「かぐや」後

継機iとして「SELENE－2」の着陸ミッショ

ンが検討されており、①着陸技術として

は画像センサやレーザセンサLRF（Laser

Range　Finder）を用いた誘導・制御、②

月面移動技術としてはレゴリス（月の砂）

で覆われた斜面の登坂や不整地の走行で滑

りや埋もれ（スタック）が生じたり、移動

が容易ではない月面付近の微粉塵環境でも

接地圧をなるべく小さくして機体がもぐら

ないようにしたりするためのクローラが装

備されたローバ（探査車）で、微細な粒子

も含まれ角張った外形であるために研磨剤

のように作用するレゴリスに触れる走行系

部材の磨耗対策や防塵対策（シール等）な

ど、③温度対策（越夜技術）としては月

面上の同一地点では夜が約2週間、昼が約

2週間継続して、極域に近いほど最高温度

は低く、大気がない月面上では夜は低温状

態が続くなど、月の表面温度の温度変化が

激しいのに対して、バッテリの温度は0－

30℃程度に収める必要があり、特にバッテ

リの放電性能は低温では悪いため、日中に

水を水素と酸素に電気分解し、夜間にその

分解した水素と酸素を使って発電する再生
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型燃料電池（RFC）やりチウムイオンニ

次電池の熱設計が検討されている。

　この他にも、2010年打上げの金星探査

機PLANET－C「あかつき」では、金星

の高度45～70kmまで厚い雲で覆われ、周

りの大気は速度100m／sで金星を約4日野

で1周している（大気が地面の60倍もの

速さで回転している）スーパーローテー

ション（超回転、四日循環）の解明などを

目的としている。また、水星探査機Bepi－

Colornboはヨーロッパ宇宙機関（ESA）と

共同のMMO（Mercury　Magnetospheric

Orbiter）、　MPO（Mercury　Planetary

Orbiter）の2機構成であり、JAXAが担

当するMMOでは磁場計測やプラズマ／粒

子観測、プラズマ波動・電場観測などが行

われることになっている。

　世界的な宇宙探査の動向としては、

月・火星探査と有人活動が挙げられ、

NASAが2009年6月19日に打上げた
LRO（Lunar　Reconnaissance　Orbiter）で

は、有人探査に必要な情報を低高度50km

で観測するとともに、相乗りのLCROSS

（Lunar　CRater　Observation　and　Sensing

Satellite）を南極近辺に衝突させて氷の存

在を確認している。

　また、2010年に退役予定のスペースシャ

トルに替わり、宇宙船オリオンを搭載する

ロケットのアレス1と、月面着陸機アルタ

イルを搭載するロケットのアレスVの開

発が進められており、別々に打上げられ

て軌道上でドッキングした後、再度エンジ

ンを点火して月に向かうシナリオになっ

ている。月面着陸後は、太陽電池と再生

型燃料電池を動力源として、クルー4名、

6ヶ月間の滞在をターゲットとした構想が

描かれており、月資源利用ISRU（ln－Situ

Resource　Utilization）に関しては、月の

土壌からの酸素抽出、水生成を目的として、

4－6人の年間消費量に匹敵する年間1－

2tの酸素を月土壌から生成するための試験

も始まっている。

5　終わりに

　2009年6月11日午前3時26分に、南緯

65．5度／東経80．4度のGi11クレーター付近

に予定通り「かぐや」を制御落下させたが、

「かぐや」のデータの処理、解析は順調に

進められており、ハイビジョンカメラによ

る地球、月面映像をはじめ、地形カメラに

よるモザイク画像、レーザ高度計による月

全球地形図などのデータが一般に公開され

ている。

図9ハイビジョンカメラ（望遠）で撮影
　　した月の南極付近での「地球の入り」
　　（2007年11月7日撮影）

　以下に関連するサイトを紹介する。

月周回衛星「かぐや（SELENE）」プロジェ

クトサイト

　http：／／www．kaguya．jaxa．jp／

「かぐや」データアーカイブ

　http：／／www．soac．selene．isasjaxajp／
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「かぐや」画像ギャラリー

　http：／／wms．kaguya．jaxajp／

「かぐや」3Dムーンナビ

　http：／／wms．kaguyajaxa．jp／3dmoon／

　「かぐや」の観測データは、月利用可能

性の調査を目的として、将来の月利用の可

能性や月面上活動のための調査検討にも活

用されるが、諸外国の月探査衛星のデータ

と合わせて、今後の有人月面活動に寄与さ

れるものと期待される。同時に、電波通信

や電波航法は今後も月・惑星探査でも必要

不可欠な技術であり、これからの開発にも

活かされていくことが期待される。
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国際VHF無線機器について

　アイコム㈱国内営業部

事業開発課入山政夫

1　はじめに

　1988年（昭和63年）7月潜水艦「なだし

お」と遊漁船「第一富士丸」との衝突海難

事故が起こった。このことを契機に1991

年（平成3年）12月には、小型船舶向けに

マリンVHFの導入が決定し普及展開が図

られた。しかしながらマリンVHFは様々

な理由から大きく普及することなく、不幸

にも2008年目平成20年）2月に護i衛艦「あ

たご」と漁船清徳丸との衝突海難事故が起

きてしまった。

　このことは船舶問同士で通信が出来ない

現状の無線システムに原因の一つがあるの

ではとの考えから、行政当局としては異例

とも思える速さで船舶共通通信システムと

して、国際VHFを採用することとし制度

改正が進められ今日に至った。

　本日は、国際VHF無線機を海外向けに

製造販売している一メーカーの立場から国

際VHFについて述べることにする。

2　海難

2．1　海難の現状

　平成20年3月海上保安庁統計資料「平成

19年における海難及び人身事故の発生と

救助の状況」によると

①　海難の種類

　衝突が一番多く海難船舶2579隻のうち

衝突した船は892隻（35％）、次に多いの

は乗揚の357隻（14％）、機i関故障337隻

（13％）がそれに続いている。

②海難の発生場所

　港内971隻（38％）、3海里未満（港内除

く）1074隻（42％）、3～12海里358隻（14％）

となり、岸から3海里未満が80％、12海里

未満になると93％を占める。

③海難の原因

　見張り不十分636隻（25％）、操船不適

切352隻（14％）にのぼる。

2．2　海難の背景

　現在大型船は国際VHF、漁船は漁業無

線（27MHz／40MHz）、プレジャーボー

トは携帯電話（一部マリンVHF）で通信

しているが、旅客船・貨物船と小型船舶、

小型船舶同士でもレジャー船と漁船では相

互に通信ができない、といった問題が起き

ている。

2．3　海難の対策

　船舶の規模、船種を問わない船舶共通通

信システムの早期導入が待望され、どの通

信システムにするかの検討を経て、総務省

は世界の共通通信システムとして定着して

いる国際VHFをその根幹とすることにし

た。
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3　国際VHFまでの道のり

　1912年（明治45年）4月タイタニック号

が流氷と衝：突沈没し、約1，500人の犠牲者

を出した。このような多くの犠牲者を出し

たのは、船体構造上の問題や、最大客数の

半分しか収容できない救命艇の設置（安全

上の問題）の他に、タイタニック号から発

信した遭難信号（SOS）を理解できなかっ

たこと（それまでの遭難信号はCQD）及

び無線設備に対する強制法規がなく、タイ

準拠ック号からのSOSの聴守が遅れたこ

とによるものとされている。

　これを契機にドイツ皇帝ウイルヘルムニ

世の提唱により、1914年目大正3年）1月

「海上における人命の安全のための国際条

約　（The　International　Convention　for　the

Safety　of　Life　at　Sea，1914）」が採択された。

無線機についていえば「船舶には、モール

ス無線電信を設置し、500KHzの遭難周波

数を24時間聴托する無線当直を行い、そ

のための通信士を乗船させなければならな

い」ことが決まったが、第一次世界大戦が

勃発し、英国など5力国が批准したのみに

とどまり発効には至らなかった。

　最初の条約としては1929年SOLAS条約

が採択、1933年発効され、海上における

人命の安全に関する基準が初めて国際的に

統一された。その後の技術革新、社会情

勢の変化を鑑み数度にわたる改正が試み

られる中で、国際航海に従事する総トン

数300t以上の船舶に国際VHFの装備が

義務付けられていった。さらに、海外で

はSOLAS条約に規定されてない船舶（非

SOLAS船）にも国際VHFを積極的に搭載

する努力が重ねられていった。

　我が国では潜水艦「なだしお」の衝突事

件の後、貨物船や客船等の国際VHF搭載

船と交信可能な共通通信システムとしての

役割も期待できるマリンVHFを導入した

が、携帯電話の普及などからより手軽な方

へとシフトし、手続き面及び価格の低廉化

が進まない事等も有り普及は遅々として進

まなかった。このため我が国の海上通信の

実態は、漁船は27MHz、プレジャーは携

帯電話、大型船は国際VHFの状況が続き、

その後不幸にも護衛艦「あたご」の衝突海

難事件が発生してしまった。

4　総務省のねらい

4．1　基本的考え方

①すべての船舶間で共通の通信システムと

　して利用できること。

②外国船との交信も可能のように世界共通

　の周波数を使用するものであること。

③迅速な危険回避行動をとるために、他

　者（海岸局など）を介する必要なく、船

　舶間で直接交信することが可能であるこ

　と。

　この要件を備えた通信システムの構築を

考えた。

4．2　普及のための条件整備

①　免許制度・技術基準の見直し

　海上における人命の安全に直接関わるた

め、無線従事者免許制度を必要とし、また

技術的条件を緩和することによって、安価

な無線機の提供を期待している。さらに無

線機は「技術基準適合証明」の対象にする

ことによって落成検査などを省き、ユー

ザーの時間的経済的負担を減らす。
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②　無線従事者資格制度の見直し

　携帯型（5W）は三海特免許、据え置き

機（25W）は二巴特の免許を必要とする。

また、二黒特の免許取得についても三海特

をとれば二戸特の国家試験ではなく講習会

（1日）で代替できるようにしユーザーの

時間的経済的負担を減らす。

③定期検査制度の見直し

　携帯型（5W）は定期検査を廃止し、据

え置き型（25W）は3年から5年へと延期

することによってユーザーの時間的経済的

負担を減らす。

④　適切な利用の促進

　船舶共通通信システムの意義を周知さ

せ、免許制度の啓蒙、16CH聴守の義務促

進など運用マナーを徹底させる。

ている。また、この機種は海に落としても

浮くということを特徴としている。

・IC－M72J

　北米で売られているIC－M72を基本とし

て日本国内にあわせた仕様でJを末尾につ

け区別している。IC－M36Jに比較して最

大の違いはリチウムイオンバッテリーを採

用し長時問の運用が可能である（送信出力

5W／5（送信）：5（受信）：90（待ちうけ）

で約15時間）。

・IC－M504J

　DSC　CIass　Dを搭載し、　DISTRESSボタ

ンを押すと、自動的に遭難信号を発する。

外部からGPSなどの機器を接続すること

で位置情報も同時に発信することができ

る。また、コマンドマイクを使用すること

で、フライデッキなど離れたところがらの

操作が可能となる。

5　国際VHFに対応するアイコム製品

5．1　発売される国際VHF

　アイコム㈱は、総務省の意向に従った国

際VHF無線機の発売に踏み切り、機種は、

携帯型タイプでは、安価で水に浮くIC－

M36J、電池が長持ちするスリムタイプIC

－M72Jの二機種、据え置き型タイプでは

25WでDSC：クラスD装備のIC－M504J

の一機種の計三機種の発売を決定した。

・IC－M36J

　北米で売られているIC－M36を基本とし

て日本国内にあわせた仕様でJを末尾につ

け区別している。ノイズキャンセリングマ

イクを搭載し、騒がしい場所でのノイズ音

を低減している。またオートマチックボ

リューム機能を加え周囲のノイズ状況に応

じて自動的にボリュームレベルを大きくし

5．2　実施された海上伝搬調査

　アイコム製品を使った調査（平成20年

12月16日～18日）では（「海難防止に共

通に使用できる通信システムの構築に向け

た海上伝搬調査報告書／平成21年2月差）、

携帯同士では2～3海里、据え置き同士な

ら15～20海里飛ぶことが判明した。

　これは海難事故の80％が岸から3海里

未満に起きているため、まずはこの国際

VHF無線機が海難事故の連絡手段として

も有効になるものと思われる。

6　船舶共通通信システムを維持する

　　ために

6．1　予想される誤った運用

①無免許で運用されること

　メーカーからの免許制告知が抜けていた
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り、免許取得を故意に行わなかった場合に

は、無免許での運用が考えられる。

②免許内で許可されている範疇を超えて

　運用すること

　海上での運用を陸上で運用しようとする

ことが考えられる。このことは携帯型国

際VHFを船から離れる時に一緒に持ち帰

るケースが考えられるが、同じように持ち

帰った友人へ携帯型国際VHFで連絡をす

る場合に起こりえる。

③悪質なケースでは、無免許で陸上連絡

　を取り合うことが考えられる。

　特定小電力トランシーバー（500m）よ

り飛び（海上では3海里＝5km）、業務用無

線（8万円くらい）より安い（2万円）ため、

不法無線局への誘惑にかられる入間が出て

くることが予想される。

6．2　運用マナーの悪化

　呼び出しチャンネル（16チャンネル）

を私的会話に利用し続けたり、16チャン

ネルの早早を怠ったりすることが想定され

るが、重要な通信を確保するためにこれは

あってはならない。

6．3　結論

　この船舶共通システムを維持発展させ

るためには、誤った運用の防止及び運用

マナーの徹底は非常に重要である。そのた

めには官民上げて免許制の告知・運用マ

ナーの徹底を図るべきである。また、国際

VHFの初期展開では免許制の面からその

数は∵挙に拡大するとは思えないが、徐々

に使用するメンバーが増えるにつれてその

存在価値が高くなり、ある数量を境に急速

に普及するものと思われる。普及のために

ユーザーニーズに応じた無線機を出す努力

はメーカーの我々で行うにしても、船舶

共通通信システムのスキーム維持に向け、

様々な角度から国民の理解を得られるよう

な環境整備は急ぐべきであると考える。

参考資料
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小型船用マリンレーダの紹介（MDC－900シリーズ）

㈱光電製作所マリン営業部田澤健一

　2008年7月に技術適合基準を取得しまし

た、新スプリアス対応の小型船舶用マリン

レーダMDC－900シリーズの紹介をさせて

いただきます。

　MDC－900シリーズは8．4インチ・VGA

640×480ピクセルのカラー液晶表示となっ

ております。本機は小型漁船やプレジャー

船向けの新しいデザインを採用しました。

フロントパネルは取り外し可能で、プレー

ジャー船などで主流となっているコンソー

ルへの埋め込みが容易な造りになっており

ます。

　本機の装備対象である小型のプレジャー

船・小型漁船の場合、ブリッジが無い船も

多く、朝夕の温度差により液晶保護フィル

ターの内面と液晶面の問で結露が発生し、

従来の液晶機器では画面が曇り見えないと

いう問題も発生しておりました。その結露：

を防ぐために、本機ではダイレクトボン

ディングという方式を採用し、結露の発生

を防止しています。これは液晶保護iフィル

タを直接液晶面に貼り付ける事により結露

の原因である空間を作らないというもので

す。また、直射日光下の視認性を向上する

ためフィルタの表面にはARコート処理（写

り込み防止・反射防止処理）を施しており

ます。

　次に操作部ですが、操作頻度の高い「感

度」、「STC」をそれぞれ専用のツマミにす

ることにより、設定状態が一目で解り、ま

た容易に調整することが可能となりまし

た。また基本操作である「送信開始停止」、

「レンジのアップダウン」も独立した専用

キーにしました。F1、　F2はファンクショ

小型船舶用マリンレーダ　MDC－900シリーズ
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ンキーで、お好みの機能をユーザ自信が設

定（例えばF1にオフセンター、　F2に真航

跡機能を登録）登録することができ、より

ユーザが使い易いようにカスタマイズする

ことが可能です。また、つまみである「感

度」「STC」にもプッシュスイッチ機能（つ

まみを押すことでスイッチが入る機能）を

有し、この2つのつまみにも「お好みの機能」

を登録する事が可能となっています。

　MDC－900シリーズの構成は2kW、4kW

のレドームアンテナと、4kWのオープン

アンテナを接続することが出来ます。

　45cmのレドームと組み合わせたものが

MDC－921で送信出力が2kW、最大レンジ

が24NM。64　cmのレドームと組み合わせた

ものがMDC－941で送信出力が4kW、最

大レンジが32NM。オープンアンテナと組

み合わせたものがMDC－940で送信出力

が4kW、最大レンジが48NMです。なお、

4kW空中線駆動部には、アンテナの長さ

が3フィートのものと、4フィートのものの

選択が可能となっております。

　次に、MDC－900シリーズのシステム構

成について説明します。アンテナは、先ほ

ど説明した3種類のアンテナを接続するこ

とが出来ます。電源は、DC10．8Vから31．2

Vで動作可能です。また、小型レーダなが

らオプションですがATAインターフェー

スボードや、AISインターフェースボー

ドを指示器内に内蔵することができます。

当然のことながら、ATAにはジャイロま

たはGPSコンパスによる高精度／高追従

の針路情報とGPSによる正確な速度情報

と自船の位置情報の入力が必要です。AIS

ボードはAIS送受信機またはAIS受信機と

の接続が必要となります。

　また、レーダ指示器であるMRD－103を

リモートディスプレイとして増設接続する

事により、それぞれの指示器よりレーダ操

作の可能な2ステーション化が実現可能と

なります。さらに、市販の外部モニター

（パソコン用のRGBモニター）と接続する

事も可能で、ブリッジ外に出て操船をする

小型漁船などが大型のモニターを付け、ブ

リッチ外からレーダ映像を見ながら操船す

る際に有効です。（この後のMDC－941の

実装例で説明する、簡易な2ステーション

化などにも活用されています。）

　次に機能の所で再度説明いたしますが、

市販のPAL、　NTSC対応のCCDカメラと

接続、レーダ指示器にカメラ映像を表示す

る事が可能です。

　次にMDC－900シリーズの特徴を見てみ

ますと、従来機に比べ、近距離感度・遠距

離感度とも向上しました。これは、デジタ

ルSTCや上位機種と同等のアナログ回路

を採用したためです。また、従来機の機能

で要望の強かった0．0625NMレンジの設定

も可能にしました。また、従来このクラス

では実現していなかったスムーズに回転す

るヘッドアップモードを実現しました。船

首方位の変化に応じて映像が回転しますの

で、映像がより分かりやすくなりました。

さらに、従来機にも有りましたが、アンテ

ナの高速回転もできます。（48回転）高速

回転は、4kWレドーム、4kWオープンア

ンテナを接続したときに実行できます。

　次に、MDC－900シリーズの特徴的機能

について見ていきます。まずはじめに、真

航跡機能（トゥルートレイル）ですが、真

航跡機能は動いている物標のみ、その航跡

をレーダ映像上に表示する機能で、移動物
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標と固定物標を簡単に見分けることができ

ます。また、移動物標の進行方向や速度も

予測することができ、輻車寄海域の航行には

ATAの利用と併せ、衝突事故回避には非

常に有効です。真航跡機能を最大限に活用

するには、GPSコンパスやジャイロによる

高精度／高追従の針路情報とGPSなどに

よる正確な速度情報、家船の位置情報の入

力が必要です。

　次にPPI／PPI画面について説明しま

す。PPI／PPI画面は1つの表示器を上下

2分割し、異なるレンジの映像を表示させ

ることができます。アンテナ2回転ごとに

上下の画面の映像を更新し、2画面表示を

行っています。この例では、上が3NMレ

ンジ、下が0．75NMレンジです。近距離の

映像と遠距離の映像を同時に見ることで、

情報量が増え、航海の安全に役立ちます。

上のメイン画面のレンジはレンジキー、感

度は感度ツマミを回して設定します。下の

サブ画面のレンジ、感度は感度ツマミを押

した後、上下キーを押して設定します。そ

の他の設定は、メイン画面・サブ画面とも

共通の設定となります。

　次に、PPI／NAV画面について説明しま

す。PPI画面とNAV画面を併記して表示

することができます。NAV画面は、次の

6種類から選択します。

①　プロッタ等で設定された目的地までの

　方位、距離、コースズレの表示

②魚探からの水深、水温の表示

③　風向、風速の表示

④コンパスのアニメ風表示（GPS等や方

　位センサからのデータをアニメーション

　表示します。）

⑤AIS情報をリスト表示（5隻分の他船

　情報を表示）

⑥ATA情報をリスト表示（5隻分の他

　船情報を表示）

　次にシステム構成にも出ましたが、市販

のCCDカメラのインターファイスを標準

で内蔵、その映像をレーダ指示器に表示す

ることができます。例えば、カメラをエン

ジンルームに設置すれば、その様子を指示

機で監視することができます。また、遊漁

船（釣船）などで、船尾の釣座の釣り客の

転落の監視や、クルーザーにおけるデッキ

の監視などに実際活用されています。操作

方法は、カメラを接続した状態でSTCツ

マミを押すとカメラ映像が示されます。カ

メラ映像が表示中に再度STCツマミを押

すと、カメラ映像の全画面表示と下半画面

の表示が切り替わります。

　次にオプション機能について説明しま

す。オプション品であるATAインター

フェースMRE－340を指示機内に組み込む

ことで使えるようになります。ATAの捕

捉ターゲット数は自動・手動合わせて50

個です。

　続いてAIS表示です。　AISのシンボル数

は100個です。オフ．ション品であるAISイ

ンターフェースAIS－llOを指示機i内に組

み込むことで使えるようになります。東京

湾内の作業船にてAIS機能を付加した船

の話では、物影のレーダには映らないター

ゲットの探知に有効だけではなく、目的地

をセットした、大型貨物船などは、その目

的地から変針点の予測ができ、有用との話

も聞いています。（全船、目的地のセット

がされていれば…との事）ATAやAISの

数値表示は、先ほど説明したPPI／NAV

画面にリスト表示する以外に画面の下に1
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隻分の情報を表示することもできます。

　次に、MDC－941の実装例についてみて

いきます。これは現在、羽田空港の工事に

従事している19トンの曳き船で、主に鋼

管を積んだ「はしけ」を曳いて航行してい

ます。東京湾という輻較海域を航行するた

め、GPSプロッタ・レーダ・国際VHFを

装備・他船の動きを監視するため、GPSコ

ンパスを装備し、ATA・真航跡機能を多

用しています。

　当初、ブリッジにのみでのレーダ使用で

したが、後に市販の外部モニター（パソコ

ン用14インチモニター）を船主が購i入、アッ

パーブリッジに装備し、ブリッジのGPS、

レーダの映像をモニターリングしていま

す。また、本船は曳き船のため、ワイヤー

を引っ張るウインチの監視を常時したいと

の事で、アッパーブリッジの階段部分に市

販のCCDカメラを装備、監視しています。

　荒天の曳航時は画面を2分割し、上はレー

ダ、下はカメラにして、曳航ワイヤーの監

視をしている事が多いとの事でした。本船

のように、市販品を流用する事により安価

に機能を拡張し、航行の安全に寄与できる

事は販売したメーカーとしても幸いです。

　以上で簡単ですが、小型船舶用マリン

レーダMDC－900シリーズの紹介を終わら

せていただきます。
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小型漁船救急支援連絡装置「救急コール」と

　　　データ通信機能付き新型DSB無線機

太洋無線㈱伏問　圭

1　はじめに

　近年、漁業就労者の減少と高齢化が進行

しつつあり、沿岸漁業では、一人乗り操業

や高齢者による操業が多くなってきてい

る。このような状況の中で、小型漁船から

の転落事故は後を立たず、海上保安庁の調

査によると海中転落による死者・行方不明

者は毎年100名以上で、その半数以上が漁

業者である。

　小型漁船は海象・気象の影響を受けやす

く、大半が一人乗りであるため、海中転落

や乗船者の高齢化に伴う急病など、緊急事

態が発生した場合には対応が難しい。その

ため、海難を防止する方策の検討・導入が

急務となっている。

2　救急コールの開発

　今回報告する「救急コール」小型漁船救

急支援連絡装置は、平成15年度から3年間、

水産庁委託事業で社団法人全国漁業無線協

会が受託した事業に弊社も参画し、小型船

で操業する漁業者に対するニーズの調査を

全国に展開し、実証試験を千葉県勝浦港、

静岡県伊東港、愛知県師崎港、茨城県大津

港など各地で行った。さらに総務省東北総

合通信局の沿岸漁業無線システムのネット

ワーク化に関する調査検討会において、普

及促進のため、八戸・釜石・七ヶ浜など東

北各地で実証試験を行った。

州㌘∵門「戦乱

鱒鱈
乗組員用

救急発信器
’「V・S7

型　名 TV－S7

無線機種類 小罪カセキュリティ

送信電力 10mW
送信起動 自動（水センサ）／手動ボタン

電　池

LR－44×3個
i市販アルカリボタン電池電池）

ｴ則1年交換

構　造 防水構造JIS7級相当（浮揚型）

寸　法 縦66×横45×奥行16mm

質　量 約36g

使用温度範囲 一10℃～50℃

認証番号 001AZABIOO2

　漁業者が身に着ける救急発信器は、組み

込まれた水センサが4秒以上水を検知し続

けると自動で救急信号を発信する。また通

報ボタンを押せば、すぐに救急信号を発信

できる。本体は電源がボタン電池のため、

軽量かつ小型、防水構造で水に浮くように

なっている。通信には小電カセキュリティ

を採用しているため、従事者免許や開局手

続は不要である。連続して4秒間水を検知

しないと発信しないため、作業中の雨や波
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しぶきがかかった程度では誤動作しない。

　受信制御器（TR－7530）は、転落者の

身に着けた救急発信器より発せられる救

急信号を受信すると、自動的に当該船舶

に設置された漁業用DSB無線機（27MHz、

40MHz、150MHz）より海岸局に通報する

仕組みとなっている。この伝送方式と電波

型式（A2D）は総務省海上無線通信委員

会で審議され、都道府県番号・登録番号・

船舶の種別・位置・時刻など伝送フォーマッ

トが策定された。

IDの一致する救急発信器からの救急信号

を受信した場合に漁業用DSB無線機を通

じて海岸局へ通報する。

　漁業用DSB無線機から送信する救急時

の伝送フォーマットの詳細は下図のとおり

である。

ドット儒号 データパケット燭号 終了憺号 誤り検建醤号

！

同期信弩 離雛奪 慮局の船勧等識別
番号の情報僖号

位置の婿報欝毎
　　　　逮力の権韓総号（測位した時剣を含む〕

選箆の情報落号 その地の構報

データ通信1回分の伝送フォーマット

撫
副
．

砕

毒
嚇

診騨」騎、

　　　　　輪灘三鎌　　蝉

馨覇翻購
　　　　　　　　　よ　　　　　　　　
Ψ「鵬麟繭鞠麺繭難

船舶用受信制御器　’rR－7530

型　名 TR－7530

受信周波数 426MHz（小電カセキュリティ）

感　度 5dBμV

GPS接続 NMEAOI83　Verl．5／2ユ

外部出力

|ート数

エンジン停止・サイレン・回転

狽ﾈどへの接点信号5ポート

電　源 12回目たは24V　O．5A以下

寸　法 縦150×横180×奥行50mm

質　量 約800g

使用温度範囲 一10℃～50℃

最大使用数 5人

3　伝送フォーマット

　受信制御器は5台分（5人分）の救急発

信器のIDが記憶できる仕様となっている。

　船舶等識別番号は10桁の番号で構成さ

れ、登録・申請が必要である。

都道府県別番号 登録番号 種別番号

2桁 7桁 1桁

・都道府県別番号

　電波法関係審査基準で定める2桁の番号。

・登録番号

　漁船の場合は『漁船番号』の7桁、レジャー

船の場合は『船舶番号』の7桁となる。設

置工事業者は、管轄の総務省総合通信局／

総合通信事務所に申請、所属の海岸局、及

び㈹全国漁業無線協会へ報告する必要があ

る。

・種別番号

　「漁船局」「レジャー船局」「グループ局」

「海岸局」「その他船舶局」等に区分され、

電波法関係審査基準で定める1桁の番号。

4　海岸局の設備

海岸局の受信設備は、船舶から発信され

た救急の通報を受信した場合、ただちに警

報の発呼と船舶の識別を行い、位置や時刻

一38一 JACRAN，　No．51（2009）



などの情報をディスプレイに表示させる。

支局がある場合も、同様でネットワークで

自動配信を行う。ただし、自海岸局所属外

の船舶から救急信号を受信した場合は、船

名に代わってID番号が表示される。

海岸局用救急信号表示器

海岸局の受信周波数について、当該

船舶は27MHz帯であれば緊急通信波

27．524MHz、40MHz帯であれば指定され

た陸船波で救急信号を送出する「周波数シ

フト方式」が望ましい。しかし、全国共通

の受信体制をとるためには、受信27MHz

（55波）、40MHz（82波）を「スキャニン

グ受信方式」で対応する必要がある。

5　小型漁船搭載無線機のデータ通信

　　の通達距離（東北総合通信局＝音声

　　通信とデータ通信の所要電界強度測

　　定）

　小型漁船には27MHz　IW　DSB無線機が

ほとんど搭載されているが、本無線機に救

急支援連絡装置を接続して海岸局への通達

距離を測定した結果、電界強度測定と通信

の確認により音声通信では約70km、デー

タ通信では50～55kmとなった。（海岸局

アンテナ標高：400mの場合）

宮城県内の27MHz帯通信カバーエリア

6　多人数対応“救急コール”の開発

　海中転落や、ケガ・急病など緊急事態が

発生した場合の対応は、中・大型船舶にお

いても例外ではない。そこで、遠洋漁船や

学校実習船、官公庁船、旅客船など中・大

型船舶向けに船内自動警報システム“救急

コール（TR－7530－30）”を開発した。

　TR－7530－30は、受信表示器1台で最大

30台の発信器を登録・表示できる。表示

部の搭載により、受信した救急発信器の番

号や起動情報（通報ボタンによる手動起動

／水センサによる自動起動）が一目でわか

るようになった。複数の救急信号を受信し

た場合には交互に自動表示される。
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1黛…墨戴二∴1◎lll〔：

：ゴ撃饗騨

　蟻

：融懸

　　　　　　　　鋭緊緊、、．．。＿　　鰍

甲濾翻麟繊無嚇
　受信表示器　’rR－7530・30

　一人が海中転落しても、他の乗組員が気

付かないことが多いことから、警報灯やサ

イレンを接続していれば、救急信号受信時

にすぐに自動で緊急事態を船内に知らせる

ことができる。

受信アンチナ

ノ謬／つ
／
426MHz帯救急信号

燈籔「

7　今後の展開

　新型DSB無線機の開発を予定している。

本機はGPSが接続でき、船舶位置情報を

プロッタなどに送信・表示が可能となる。

データ通信（A2D）の送受信もできるため、

救急コール機能付きデータ通信端末（開発

予定）を接続すれば、海岸局からの海難、

海象・気象、魚価などの文字情報を受信・

表示ができ、自船からメッセージを送信す

ることもできる。

8　最後に

　本装置は信号伝送がすべて自動で行われ

るため、迅速かつ確実に情報が伝達される。

転落者捜索を容易にするなどの効果が期待

できるため、関係者からは即時導入を望む

声が多く寄せられている。

　また、ケガや急病の場合も、通報ボタン

を押すことで、すぐに救急信号を発信する

ことができる。

　弊社では、漁業者ご自身のため、仲間や

家族の安心のためにも、この新しいシステ

ムの導入が一助となることを願い、さらな

る普及活動に努めていきたい。

　　　　　」暑1
　　　　縄1麟懸盤：・　㎜買0　発光器

　　　　購　1鱒1無難

　騨騨離・み饗離
　　　　　璽『響曝　　サイレン

　　　　　　システム概念図
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　　大中型プレジャーボートに最適！

ネットワーク対応、最新鋭航海電子機器

古野電気㈱藤原啓修

　プレジャーボート用最新鋭マルチファ

ンクションナビゲーションギア「NavNet

3D」（ナブネットスリーディー）シリー

ズをご紹介します。

　本システムは、チャートプロッタをコア

システムとしたマルチファンクションディ

スプレイ（MFD）と、航海用レーダーセ

ンサー、魚群探知機センサー、AISセン

サー、その他GPSなどのセンサー機能を

集約融合させた最新鋭のネットワーク対応

航海電子機器です。

　特に、海底映像は3次元データにより即

応力の高い立体画像を描画表示できますの

で、よりリアルで見やすい海図表示を実現

します。

〈概要〉

　本機は、最新テクノロジーの融合が生ん

だ「マルチファンクションナビゲーショ

ンギア」です。

　プレジャーボートの安全航行を第一に、

ボートフィッシングやクルージングをバッ

クアップする新世代の航海用電子機器統合

システムとして、航海中の操作性・安全性

を考慮したさまざまな新機能を搭：毒してい

ます。

　本システムは、TimeZero（タイムゼロ）

技術を用いたプロッタを組み込んだマルチ

ファンクションディスプレイ（MFD）を

中核として、デジタルフィルタによるレー

ダー・魚群探知センサーや、AIS受信機な

どの様々な周辺機器センサーとの接続を可

マルチファンクションナビゲーションギア
「NavNet　3D」（ナブネットスリーディー）
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能としています。MFD　1台に各種センサー

や様々な航海機器を集約できる高度な複合

型マリンギアとして設計しています。

　しかも、流線形の美しいフォルムに直射

日光下でも見やすい高輝度LCD（液晶表

示画面）を採用しています。外観デザイン、

機能、性能、操作性、ソフトウエアまです

べてが新しい「NavNet　3D」シリーズです。

〈特長〉

「TimeZero」テクノロジー

　本システムには、最先端技術「TimeZero」

（タイムゼロ）を導入しています。このため、

GPSプロッタやレーダーのズームイン／ア

ウトやスクロール時の描画を滑らかに表現

します。

・新しい3D表示を実現

　海図に含まれる航路帯、灯台やブイなど、

電子海図そのものを3Dで表示することが

でき、よりリアルな3D表示を実現します。

また、3D表示のままレーダー映像信号を

重畳表示させることができます。これによ

り現実に近い「操舵場所から見たまま」の

視覚での操船性が得られます。

・新デジタルレーダー

　本機のレーダーには新機能のデュアルレ

ンジモードを搭載しています。1つのレー

ダーアンテナで、遠距離と近距離の2つの

映像を表示し、しかも各レーダー映像は同

時に更新するため、あたかも2つのアンテ

ナを利用しているかのような映像処理を行

います。

　さらにデジタルオート機能により、悪天

候時に発生する不要波を自動で認識し消去

します。従来のオート機能と比べて、より

きめ細やかな信号処理が可能となり、悪視

界下での安全航行をサポートします。

　また、高速航行に最適なアンテナ48回

転にも対応し、送信パルス幅も連動可能で

す。

・鮮明な映像表示・デジタルフィルタ搭載

　魚探

　ネットワークサウンダー（魚探）には、

独自開発のデジタルフィルタが搭載されて

います。このため、受信感度、発振線除去、

送信出力などを自動調整することで、雑音

のないクリアな映像表示を実現していま

す。特に、深場では従来魚探よりもさらに

深く探知し、浅場では発振線が短くなるた

め表層魚群の探知性能が飛躍的に向上して

います。

・魚サイズがわかるACCU－FiSH機能

　本機には、フルノが長年培ってきたプロ

ユース仕様をベースに駆使した新しい機能

「ACCU－FISH」（アキュフィッシュ）を

搭載しています。本機能は水深2－100m

問に映し出される魚の大きさをセンチメー

トル単位で計測表示しますので、ターゲッ

トを絞り込んだフィッシングが可能にな

り、刺激的で新しいパターンの釣行が実現

します。また、小魚をターゲットから外す

ことができるなど、環境にも優しい機能と

いえます。（本機能を作動させるには専用

の送受波器が必要です）

・プラグアンドプレイで広がる「NavNet

3D」の世界

外部センサーの接続には、イーサネッ
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ト、NMEAO183／2000規格が使用でき

ます。また、IPアドレスを自動割り当て

するDH：CP機i能をサポートしているため、

ケーブルを接続すればすぐに利用できるプ

ラグアンドプレイを可能としています。

　レーダー、魚探の他にも、気象FAX、

AIS、インスツルメント、方位センサー、

オートパイロットなどの従来の航海機器だ

けでなく、IPカメラやUSBマウス等も接

続可能なため、自艇だけの「NavNet　3D」

システムを構築できます。
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ENCに関する世界の動向

（助日本水路協会　電子海図事業部

　　　　　　　清水敬治

1　はじめに

　本稿は、平成21年12月4日に開催され

た平成21年度電波航法研究会第3回研究会

において筆者が講演した「ENCに関する

世界の動向について」を紹介するもので、

ECDIS搭：載義務化を迎えるENCの現状を

記すものである。

　海難事故の多くはヒューマンエラーに

よるものが多いと考えられ、機械化を導

入することによって航海者のブリッジワー

クを助け、このことによって海難事故の

減少を図ろうとする動きが1980年代中頃

より活発化し、北欧の先進国水路機関を

中心に電子海図に関する研究が始められ

た。1985年、国際水路機関（lnternational

Hydrographic　Organization：IHO）　　は、

国際海事機i関（lnternational　Maritime

Organization：IMO）に対し電子海図の取

扱に関する法的検討を要請し、電子海図開

発の本格的な検討が開始されることになっ

た。

　そして今日、IMO　SOLAS対象高速船に

は既にECDIS搭載が義務付けられ、更に、

それ以外のIMO対象一般船舶に対しても

ECDIS搭載の義務化が合意されている。

ECDIS搭載義務づけが採択された背景に

は、IHOが2010年迄に世界の主要な航路、

港湾（上位800港）のENCを作製するこ

とを表明したことが大きく影響している。

2　ECDIS搭載義務化

2．1　1MO　SOLAS対象高速船に対する

　　適用

　高速船（High－Speed　Craft）に対する

ECDIS搭載の義務化は、2005年6月開催

のIMO第51回航行安全委員会（Safety　of

Navigation：NAV）において合意され、

2008年7月1日以降からの新規建造船に既

に適用されている。2008年7月1日以前の

建造船に対しても、2010年7月1日から適

用されることになっている。

2．2　高速船を除く一般船舶に対する

　　適用1）’2）

　2008年7月開催のNAV54で取り上げら

れた高速船以外の一般船舶に対する搭載義

務化は、2009年6月開催の海上安全委員会

（Maritime　Safety　Committee：MSC）第

86回総会で採択され、SOLAS条約改正案

として承認された。図1は、NAV54で採

択された国際航海に従事する船舶に対する

ECDIS搭載義務化の適用日程を示すもの

である。

　こごこで注目されることは、2014年7月

以前に建造された10，000トン未満の貨物船

は、ECDIS搭載義務を負わないというこ

とである。現在、SOLAS対象船舶（商船）

は約48，000隻存在するとされ、このうち、

IMOスケジュールに沿ってECDIS搭載が

義務付けられる船舶は、約25，000隻程度と
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いわれている。従って、約23，000隻の船舶

には、ECDIS搭載義務が課されないこと

になる。SOLAS加盟国の中には500トン

以上の船舶に対してECDIS搭載を義務付

けるべきとの意見を述べた国もあり、今後

も航海の安全を求めて更なる議論が行われ

る余地が残されている。

図1国際航海に従事する船舶に対する
　　ECDIS搭載義務化の適用日程（2008
　　年6月開催NZV54の採択）。棒グラフ
　　の網掛け部分は、猶予期間を示す。

ので、最新版の航海用電子海図を使用し

適切なバックアップで補完されるもの）、

となっている。

3　ENC作製の状況

　IHOは、2010年迄に小縮尺ENCでほぼ

全世界を、中大縮尺ENCでほぼ95％をカ

バーできると発表している。図2及び図3は、

IHOによる2009年5月現在の各水路機関に

よるENC作製状況（世界のENCのカバレッ

ジ）の取り纏めである。

鰹

図2　小縮尺ENCによるカバレッジの状況
　2008年5月の1HO取り纏めによる。小中
縮尺ENCが世界中の海域をカバーしている。

23　ENC搭載要件

　船舶への海図備え付けば、SOLAS条約

第V章に規定されており、次のような規則

が関係している。

・第2規則：海図について定義。

・第19規則：船種毎の搭載機器について

　　　　　　規定。

・第27規則：海図、水路書誌の最新維持

　　　　　　の必要性を規定。

　これら3つの規則から、船舶に備え付け

る海図、水路書誌に対する要件は、

・公式かつ最新維持された紙海図の備え付

　け、或いは、

・型式認定済みECDISを搭載すること

　（IMOのECDIS性能基準の要求に従うも

図3　大縮尺ENCによるカバレッジの様子
　2009年5月のIHO取り纏めによる。海岸
線状に大縮尺ENCが連なっており、刊行状況
が分かる。

3．1　ENCとは

　　航海用電子海図（Electronic
Navigational　Chart：ENC）とは、各国政

府公認の水路当局或いはその他の関連政府

機関により、又はその権限の下で作製され
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たもので、データ内容、フォーマットにつ

いて標準化されたデータベースである。そ

の他のベクトルデータは非公式なもので、

海図備え付け要件には適合しない。我が国

では、海上保安庁で作製・刊行されている。

5は日本のENCセルの索引図である。図の

ように、日本のENCセルは同一サイズで、

同じ大きさのタイルを並べたようになって

いる。いずれのセルも、そのデータも相互

に重複していない。

3．2　ENCのセルとは

　ENCは、　IHOのENC作製仕様（IHO　S

－57Appendix　B“Product　Specifications”）

に基づいて作製されている。ENCは、そ

の一つ一つを「セル」と呼び、セルは

ENCの最小単位である。セルは、図4のよ

うに2つの平行な経度線及び緯度線で囲ま

れた矩形をしている。ENCは航海目的区

分毎に作製され、同じ航海目的区分内のセ

ルは相互に重複してもかまわないが、セル

に含まれるデータは相互に重複してはなら

ない。また、1つのセルのデータ容量は、

5MBまでに制限されている。
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図5　日本のENCのセル索引図
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図4　ENCセル及びセルのデータ
　セルの重複は許されるが、セルの中に含ま
れるデータは相互に重複してはならない。

4　日本のENCの特徴

　現在、世界のいずれの国のENCも紙海

図を元に作製されている。諸外国のENC

（厳密には日本以外のENC）セルは、紙海

図1枚が1セルであり、紙海図とセルは1：

1の関係になっている。一方、日本のENC

は、紙海図単位のセルになっていない。図

　日本のENCと紙海図の関係は、図6の

ようになっている。日本のENCは編集す

る縮尺によって異なり、1枚の海図が4つ

のセルになることもある。このようなセル

サイズ方式はデータベース管理に適してい

るものの、ユーザーにとっては分かり難く

なっている。ところが韓国は、当初紙海図

単位でENCを作製していたが、最近セル

サイズを変更し、我が国と同じ方式を採用

した。
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図6　日本のENCセル、　ENCデータ及び紙
　　海図の関係

4．1　ENCの航海目的区分

　ENCは、紙海図と同様に航海目的毎に

作製されている。航海計画立案等に際し使

用される小・中縮尺、沿岸航海に使用され

る中縮尺、狭水道航行や接岸・停泊時に使

用される大縮尺のものなど6種類に区分さ

れている。日本では最大縮尺ENCは作製

されていない。図7は、日本のENCの航

海目的区分及び縮尺等である。

4．2　ENCの最新維持

　ENCも紙海図と同様に、最新維持しな

ければ航海の安全は担保されない。最新維

持情報（ERと呼ばれている）は、毎月の

最終金曜日に電子水路通報として海上保安

庁によって作製・刊行され、働日本水路協

会によって暗号化処理が行われた後、複製・

頒布されている。

　ERは、できるだけ短い間隔で発行され

ることが望ましく、諸外国では紙海図と同

様に毎週発行しているところもある。航海

安全の観点から、諸外国と同様に我が国の

ERも週刊化されることが望まれる。

5　ENCデータの重複

　各国水路機関が2012年7月からの

ECDIS搭載義務化に向けて自国のENC作

製を促進した結果、ENCデータの重複問

題が表面化するようになった。これは、各

水路機関のENC作製に対する国際協調の

NP 航海目的
　　　海図の縮尺
i上段は、日本の区分を示す）

セルサイズ セル数

1 概観（Overview）
1：1500001＞　，　　　　，

i1：1，499，999＞）
8度以上 33

2 一般航海
@（Genera1）

1：300001～1：1500000　　，　　　　　　　　　　　　，　　　　，

i1：350，000～　1：1，499，999）
4度 35

3 沿岸航海
@（Co紅5ta1）

1：80001～1：300000　　，　　　　　　　　　　　　　　，

i1：90，000～1：349，999）
1度 150

4
アプローチ

@（ApproadD

1：25001～1：80000　　，　　　　　　　　　　　　　　，

i1：22，000～1：89，999）
30分 160

5 入港（HarbOU：r）
1：7501～1：25000　，　　　　　　　　　　　　　，

i1：4，000～1：21，999）
15分 327

6 停泊（Berth血9）
＞1：7500　　，

揩P：4，000）
15分 0

H21．10．9現在取扱合計セル数 705

図7　ENCの航海目的毎の区分。海図の縮尺欄中、上段に記載の縮尺
　　は日本のENCで用いられている縮尺区分であり、下段はIHOが
　　勧告する縮尺。
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欠如、ENCの重複問題の認識不足、或い

は隣接国間の領海線が未確定等から生じて

いる。

　ENCデータが重複した場合は、　ECDIS

画面に海図情報が二重、三重に表示され情

報が見難くなること、作製機関毎の最新維

持情報に相違が生じること、或いは、同じ

範囲に複数の機関が作製したENCデータ

が存在することになるため警報機能が正常

に機能しない恐れがあること等の問題が生

じる。

　図8及び図9は、日本、韓国及びロシア

のENCが重複している例である。我が国

は、国際的なENC作製ルールに準拠して

ENCを作製・発行しているが、韓国は隣

接国の発行しているENCを無視し、重複

するENCを作製・発行している。IHOでは、

重複問題については関係国で解決するよう

に勧告している。我が国は、機会ある毎に

韓国と解決に向けた協議を行っているもの

の、未だ解決していない。領土・領海問題

が絡む海域ではENC作製が難しく、日韓

間に係わらず世界の何勘所かで重複問題が

起きている。ECDIS搭：載義務化に向けて、

今後解決されていくものと思われるが、そ

れぞれに利害関係があり完全な解決は難し

いかも知れない。

図8　世界の小縮尺ENCの重複状況

図9　日本、韓国及びロシアのENCの重複状

　　況

6　ENCの保護
　デジタルデータの取扱において、版権

侵害やデータ剰窃は大きな問題となって

おり、ENCもこれら問題の例外ではなく、

経済的に、あるいは航海安全に対して重大

な懸念が生じてくるようになった。このた

め、IHOは2003年10月ENCデータ保護ス

キームを策定した。これが、IHO　S－63と

いわれるものである。

　IHO　ENCデータ保護スキームは、著作

権保護、経済的保証及び航行安全保障等を

目的とし、次の3つの部分からなっている。
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・剰窃保護

　ENC情報を暗号化することにより、認

可されていないデータの使用を防止する。

・選択的利用

　ENC情報へのアクセスを、ライセンス

が与えられたセルだけに制限する。

・デジタル認証

　ENCデータが、承認された出所からの

ものであることの保証を与える。

　　　sζ短搬¢　　　　　　　　　　　　o醗i隙i蝦騨婚熾¢蹴
　　趨麟醸s£蹴Φ媛漁｝　　　　　　　　　　絨鋤継ね伽鷹s績を崩

鞍黙醸罫灘難
　　図10　1HOデータ保護スキーム

6．1　ENCデータの暗号化

　ENC保護のため、　ENCセルファイルは

ユニークなセルキーによって暗号化され

る。ENCセル及び更新情報は、40ビット

キーで暗号化され、ユーザパーミット及び

セルパーミット等の保護スキーム情報は、

48ビットキーで暗号化されている。暗号

化保護スキームには、唯一の暗号化アルゴ

リズムが使用され、Blow且shアルゴリズム

が採用されている。Blow且shアルゴリズム

は、64ビットで働くブロック暗号アルゴ

リズムであり、これは、元データが仮に8

バイトの倍数でない場合は8バイトの倍数

になるように詰め物をする方法である。

6．2　1HOデータ保護スキーム

　図10は、IHOデータ保護iスキーム構成

者のそれぞれの相互の関係を示したもので

ある。構成者の概要は次の（1）～（4）の通りで

ある。

（1）　Scheme　Administrator（SA）［旧0］

　SAは、　IHOデータ保護スキームの中で

は唯一であり、本スキームの維持と調整を

行う責任者である。SAは、　IHO加盟諸国

の代わりにIHOの事務局である国際水路

局によって運用されている。

　SAは、認証を受けたOEMにユニーク

なOEMキー（16進法数字であるMID）

とアイデンテイファイヤー（16進法数字

であるM＿KEY）の組み合わせを発行する。

　また、SAはOEMに発行したM　KEY、

MID一覧を本スキームに加入している全

てのDSに提供する。

（2）Data　Server（DS）［ENC頒布者］

　DSは、本スキームによって定められた

ルールに従いENCデータを暗号化し署名

した後、これを顧客に提供する。

また、OEMが作製したユーザパーミット

を顧客経由で受け取り、SAから提供され

たOEM一覧を参照してユーザパーミット

の中からHW　ID取り出す。このHW　ID

を使用して顧客が注文したENCセルのセ

ルキーを暗号化し、セルパーミットとして

顧客に提供する。
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（3）顧客

　顧客は、ENCのエンドユーザである。

OEMからECDIS等と共に受け取ったユー

ザパーミットをDSに提示することにより、

DSから保護されたENCを受け取ることが

できる。顧客のECDIS等は、　DSから提供

されたENCのデジタル署名を認証し、本

スキームに定められた手続きに従って暗号

化ENCを解読し、　ENCを表示する。

表1　ユーザパーミット・フォーマット

HW　ID　　一

i暗号化）

チェックサム
i非暗号化）

M＿ID

16文字
i16進法）

8文字
i16進法）

4文字
i16進法）

ア387マ727◎8087δ減07藻琢53（）o孝3β3ず

　　　七号／だ）　　　　　（）飛。　　解メρ

　　　　図11　ユーザパーミット例

（4）　Original　Equipment　Manufacture

　（OEM）［ECDIS等ENC表示システム

　製造者］

　OEMは、顧客に提供するシステムの中

にENC保護iの安全なメカニズムを構築し

なければならない。このため、OEMは、

作製するシステムの各々にハードウェア証

明（HW＿ID）を割り当て、　SAから渡され

たMKEYでHW　IDを暗号化後、そのコ

ピーをユーザパーミットとしてECDIS等

と共に顧客に提供する。

6．2．1　ユーザパーミットとは

　ユーザパーミットは、OEMによって作

成されENC表示システムと共に顧客に提

供される。それにより、顧客はデータサー

バーから提供された暗号化ENCにアクセ

スすることが可能になる。S－63スキームに

加入する全てのエンドユーザシステムは、

ハードウェア証明（HW＿ID）を持たなけ

ればならない。HW　IDは、しばしばドン

グルとして利用されている。

　ユーザパーミットは、ASCII　28文字の

長さで、表1のフォーマットとフィールド

長により記述されている。図11は、ユー

ザパーミット例である。

6．2．2　セルパーミットとは

　ENCセルを解読するためには、顧客は、

それを暗号化するために用いた暗号化キー

が必要である。この暗号化キーはDSが知っ

ているだけなので、DSはこれを暗号化し、

セルパーミットとして顧客に提供する。

　セルパーミットは、特定の顧客の

HW　IDによって暗号化されるため、他の

ENC表示システムでは使用できない。セ

ルパーミットは、表2のフォーマットと

フィールド長でASCIIテキストによって

書かれている。図12は、セルパーミット

例である。

表2セルパーミット・フォーマット

セル名
有　効

卲ﾀ日

暗号化

Zルキー

@1
iECKI）

暗号化

Zルキー

@2
iECK2）

暗号化

`ェック
@・サム

iCRC）

8文字 8文字
16文字
i16進法）

16文字
i16進法）

16文字

i16進法）

遡参響鱒響彦響7攣
鰯　猷欝　　　ξ鰐驚療　　　撫耀麟　　　¢白丁＄㈱

纐爾　◎贈　　　㈱κ鎖　　　　c赫細2　　　／C簡

　　　　　図12　セルパーミット十
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7　ENCの頒布
　世界の多くのENC作製機関は、自国の

ENCを直接提供・頒布するほか、2つの世

界を代表する地域電子海図調整センター

（RENC）を通して頒布している。その一

つはPRIMAR（所在地はノルウェー水路

部）で、もう一・方はIC－ENC（所在地は

英国水路部）である。両者は、ENC及び

最新維持の取り纏め調整、暗号化処理等を

行うものの、エンドユーザに直接ENCを

提供しない。

　ENCは、　RENCの顧客である販売代理

店を通じてエンドユーザに提供される。

7．1　ENCのオプショナル頒布

　ENCのデータ構造は、水路関係データ

の転送基準として開発されたものであり、

水路関係オブジェクト情報の取り込みには

最適であるが、コンピュータ画面上に画像

を素早く表示させるようなデータ構造には

なっていない。

　ECDISは、　ENCデータを迅速に表示で

きるデータ構造にするため、内部でENC

をシステムENC（総称してSENC）と呼

ばれるECDIS独自のフォーマットに変換

している。このSENCへの変換には相当な

時間がかかるため、ユーザーがストレスを

感じるところでもある。

　これを解決するものがENCのオプショ

ナル頒布と言われるもので、ECDIS内部

で行う変換処理をECDIS外部で予め処理

し、変換したSENCをエンドユーザに提供

する方法である。この方法は、ENCデー

タのローディング時間の短縮化、あるいは、

ネットワーク利用を容易にする等のメリッ

トがある反面、ECDISがメーカー毎に異

なった技術で作製されているためSENC

への変換方法もそれぞれ異なる。従って、

SENC作製の標準化は難しく、IHO　S－63

データ保護スキームも適用されない。この

ため、ENCデータの保護が難しく、各国

水路機関の多くはSENCの提供を許可して

いない。図13は、SENCの頒布概要を示

したものである。

ε《κ

@薮CDI＄以樋で変換

麟く俸製機蘭　臓Cヂィストリビ議一ター

ﾚ一磯畿，　畿　　　　　　　　　　　　懸轡療～》ご

コニン鍔嵩一ザー

ﾕ齢麟難　　㎝叔灘黙

1懸蕪鋤
ゲ簿欝　　　ご，　・

@　図解σ

め㎞　ぞ　撮　　畠価
w醗灘山国㊥　田髪　凄照畠匝　　㈹　　　　　　　畠葛灘士民

E

図13　SENC頒布の概要

8　ENC作製仕様の変更

　IHO　S－57は、デジタル水路データのた

めの転送基準として開発されたが、今や、

電子海図作製のための専用の基準となって

いる。このため、IHOは新たな水路デー

タのための転送基準が必要であるとして、

国際標準化機構（ISO）で定めている地理

空間情報基準ISO－19100シリーズと互換

になるS－100を設けた。このことにより、

水路関係のデータや製品が他の様々な地理

空間データや各種アプリケーションと一緒

に利用できるようになる。

　現在のENC作製仕様は、　IHO特殊刊行

物S－101として2012年6月にVer．1がリ

リースされる予定である。図14は、ISO－

19100シリーズとS－100及びS－101の関係

である。
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9　ENC提供形態の多様化3）

　2012年のECDIS搭載義務化に向けてい

ろいろなENC提供方法が出現している。

特筆されるのは、最近、ヨーロッパのプ

ロバイダーが発表したダイナミックライセ

ンス方式である。これは、イリジューム衛

星を利用して行うENCの提供サービスで、

契約船舶の航行を常時追尾し、契約サービ

ス区域内を航行する期間のみ課金する方法

である。

　今後、ECDISの導入をサポートするた

めに、できるだけフレキシブルなENCの

頒布・販売方式がでてくるものと想定され

る。

10　我が国のENC

　我が国のENCは、国際基準であるIHO

S－57仕様によって海上保安庁により作製、

刊行されている。刊行されたENCは、複

製頒布者である（助日本水路協会によりIHO

ENC保護基準S－63で暗号化された後、複

製・頒布されている。

　従って、ENCを利用する場合は、暗号

化ENC表示に対応したECDIS等を入手し、

付属のユーザパーミットをDSである働日

本水路協会に提示しなければENCを利用

することはできない。

　図15は、暗号化ENCの利用手順の概要

を示したものである。

10．1　我が国ENCの価格

　暗号化により保護されたENCを利用す

ることは、CD等に書き込まれたENCデー

タを買い取って利用することではなく、そ

れを使用するための一定期間のライセンス

を取得することである。従って、利用する

ライセンス期間によって、決められた料金

の支払いが必要である。表3は、我が国の

現在のENC利用契約期間と提供価格であ

る。

表3　我が国のENC利用契約期間及び
　　販売価格

契約期間 1年 9ケ月 6ケ月 3ケ月

価格（税別） 550円 500円 400円 300円

図14　1SO－19100シリーズとS－100及びS－101との関係
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図16　ECDIS画面表示例
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11　むすび

　ENCと共にGPS測位、レーダー・エコー、

ARPA（自動衝突予防装置）あるいはAIS

情報をリアルタイムで1つの画面上に重畳

表示できることは、船舶航行の安全を図る

上で効率的・効果的であり、航海者のブ

リッジワークを助け、海難事故或いはそれ

に伴う大規模海洋汚染の防止に大きく寄与

するものである。図16は、ECDIS画面表

示の実例であり、自門位置と共にレーダー、

ARPA等の情報が重畳表示されている。図

では、計画航路上に航跡がピッタリ重なっ

ているため、オートパイロットによる航行

と思われる。

・ENCの利用において、型式認定を受け

　たECDISの他に、バックアップ規定を

　満足するECDISを搭載すれば紙海図の

　搭載が不要になることについては、旗

　国の規則の違いにより各国海事当局

　の判断に任されている。このことは、

　ECDISを2台搭載した場合の紙海図搭

　載の要否についてユーザーを混乱させ

　ている。ECDIS搭載義務化の適用が始

　まる前に国際的な統一見解が望まれる。

　同様に、型式認定の取得に関しても明

　確にされるべきであろう。

・IMOではKnavigation戦略を推進中で

　あるが、この構想は相当大規模なもの

　であり、ECDISは最も大きなコンポー

　ネントになる。その中において、ENC

　は基礎データとして重要な役割を担う

　であろう。

・各国のENC作製当局はENC整備に力を

　入れており、今後、更にその利用価値は

　増すものと思われる。
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航海用電子参考図new　pecについて

働日本水路協会佐々木稔

1　はじめに

　働日本水路協会では、小型船舶やプレ

ジャーボート等に搭載可能な電子海図とし

て、小容量ICメモリーカード方式による

電子参考図（Electronic　Reference　Chart：

ERC）の提供を1993年に開始した後、

2000年からパソコン上で使用するPC用

航海参考図（Personal　Electronic　Chart：

PEC）を、また、2002年からは上記ERC

のデータを国内舶用機器メーカーの専用機

搭載用に提供し、航海の安全に寄与してき

た。

　これらは、水路協会としては初期のデジ

タル製品であったことから、発売から年数

を経るにつれ、掲載情報やその表現に対し

多くのユーザーから改善要望が寄せられ

た。例えば、細密海岸線・等深線、漁具定

置箇所、マリーナ・コンビニ等利便情報等

の充実のほか、GPS受信機新機種対応イン

ターフェースの追加・使用COMポートの

機能の拡張などであった。また、近年、記

憶媒体の大容量化やCPUの高速化に伴い

多様な図表現・機能の拡張が可能となって

きており、併せて無断複製を防ぐためのコ

ピーガード機能の必要性も感じられてき

た。

　水路協会では、これらを踏まえ、利便性

を向上させるとともに掲載情報を大幅に拡

充させた電子参考図製品の普及促進を目的

として、旧PECの利用範囲である関東か

ら九州西部までの海域を、全日本域に拡大

する航海用電子参考図（new　pec：ニュー

ペック）シリーズの開発を行ってきた。

2009年7月には、CD搭載ビュアソフト付

「東京湾及び周辺」（NPOI）を完成・発売し、

2010年1月8日、2番目の「伊勢湾及び周

辺」（NPO2）の発売を開始した。　NPO2の

発売時に、ピュアーソフトを大幅に改訂し、

NPO1の機能に航行支援モードを追加し、

GPSを用いた航海時にユーザーにとって有

効で便利かつ多彩な機能を付加し、シンボ

ル、色合い、一部データセットも変更した

ので、この最新バージョン（2．10）に基づ

いて、製品の内容及び今後の計画・課題等

について説明したい。
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図6　ポップアップ画像例（葉山マリーナ）

2　new　pecの主な特徴

1）new　pecのデータ構i造としては、

　既存の航海用電子海図（Electronic

Navigational　Chart：ENC）の規格であ

　る国際水路機関S－57とは異なるGIS表

示用レイヤー構造をもち、一一方、表示シ

　ンボルは電子海図表示装置（Electronic

　Chart　Display　and　Information

System：ECDIS）用国際水路機i関S－

52規格を可能な限り採用した。このた

　め紙海図のシンボル・表記とは異なって

　いる。また、GPS航海時の移動画面ス

　クロールによるCPU負担の軽減化を図

　るため、大縮尺では海域画面の細分化を

行っているが、表示は連続しており、ユー

ザーは気付かずに使用できる。このため、

ポリゴン等データも同じ海域に細分化が

　なされている。

2）掲載海岸線は、最大縮尺の海図と、小

電波航法　No。51（2009） 一57一



港湾については既存の「プレジャーボー

　ト・小型船用港湾案内」の大縮尺図、及

び国土地理院の数値地図から採用した。

低潮線、等深線は、最大縮尺海図（一部

測量原図を含む）を基に、海底地形図情

報を併せ旧PEC（図1旧PEC東京湾中

部、図2　旧PEC房総半島安房白浜・乙

浜港付近）に比べ大幅に充実を図った

　（図3　new　pec同　乙浜港付近）。航路

標識については、海上保安庁刊行「灯台

表」にある全ての標識（一部は無難表示

機能を付与）及びそれ以外の一部の標識

　を表示した（図4　航路標識表示例、表

示シンボルは紙海図と異なるS－52規格）

　ほか、マリーナ等の航海支援情報も充実

　させた。

3）旧PECにはない、漁具定置箇所、海の駅、

　フィッシャリーナの表示を行ったほか、

道路、建物、コンビニ等の陸部情報を掲

載し、地名も大幅に拡充した（図5名

古屋港付近照照）。

4）地名については、縮尺により表示コン

　トロールがなされる縮尺制御を採用し、

航路標識その他の表示情報についても、

ユーザーの選択により表示・非表示を選

択できる。

5）新たに、小港湾、漁港、マリーナなど

の拡大図をポップアップする機能を持た

せた（図6ポップアップ画像　葉山マ

　リーナ）。

6）等深線についてポリゴン表示を可能と

　し、等深線間を選択して色彩表示ができ

　るものとし、当該船の喫水に応じた危険

　海域強調表示（図7）を可能とした。
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7）すべての表示項目にカーソルを当てる

　と属性を表示し、また、マリーナ一覧表

　を表示するデータベース機能（図7に併

　記）も充実させた。

8）従来の、いわば航海計画モードに加え

　て、新たに、GPSによる位置表示による

航海のためのリアルタイム航行支援モー

　ドを加えた。このモードでは、進行速度・

　方位の情報ウインドウ表示、自船進行前

方の扇形に含まれる浅瀬・岩礁・暗岩・

　陸域、航路標識等への警報音と警告情報

項目のウインドウ表示が可能である（図

8　航行支援モードでの警報音・警告表

示機能）ほか、ノースアップ・コースアッ

　プ表示の変換、夜間用ダーク画面表示も

可能である。また、GPSログデータの

格納、これを用いた航行再現シミュレー

　ションも行える。さらに計画ルート編集、

航海中のルート表示や、WAY　POINT、

USER　POINTの設定・表示（図9　ルー

　ト設定等可能）、自船体は任意の地点間

　の距離測定も行える。表示画像データを

手動または自動的に一定時間間隔で保存

するスクリーンショット機能も付与して

　ある。

9）ヘルプ機能を充実させ、操作説明の記

述、用語の説明、使用上の注意のほか、

小型船のための航海マニュアルを充実

　（図10　日本沿岸の漁業図解例）させ、

法令の解説、航法、GPS、通信連絡手段、

航海に関する灯火・形象物・音響、航路

標識の知識、管制信号、潮汐・潮流、日

本沿岸域の漁業、漁船・漁具の視認と対

策、地磁気と磁針方位、底質について、

それぞれ図入りで詳しい説明を掲載し、

検索機能も付与した。

10）新しいGPS機種への対応として、イ

　ン平目フェースの追加、使用COMポー

　ト機能の拡張を行った。通信規格はRS－

　232C、通信速度：4800～230400bps、パ

　リティ、データ長、ストップビット調整

　可、更新間隔1～10秒可能。

11）コピーガード機能（ドングル）を付加

　し、これによりユーザー管理も行える。

12）「沿岸海の基本図」等のデジタルデー

　タを基に強化・改訂した海底地形等深線

　データの詳細な表示（図！1　三浦半島

　周辺海底地形例）を可能とした。（オプ

　ション）

13）現在時刻、または任意の日・時刻の当

　平海域内の多数の験潮所における予報潮

　汐グラフ及び潮流データ地点の予報潮流

　表示（図12　ポップアップした潮汐グ

　ラフ及び潮流矢府）が可能である。（オ

　プション）

　以上に述べたように、結果として、new

pecデータは、旧PECのもつ機能と情報量

を大幅に上回り、航海用電子海図（ENC）

とほぼ同様な細密情報を有し、個々の水深

表示こそないが、海域によってはENCや

紙海図を上回る精度をもつものもある。こ

れに加えてENCにはない漁具定置箇所の

表示や、オプションではあるが、詳細な海

底地形・潮汐・潮流予報値のリアルタイム

表示できる。表示ソフトウエアについて

は、諸シンボル・色使いはS－52に基づい

ており、上述した様々な航行支援機能を実

現できることから、小型船用ではあるが、

Windows環境でパソコンを用いながら、

電子海図表示装置（ECDIS）とほぼ同様

の機能を果たすことができるのではないか
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と考えている。

3　動作環境

　対応するOSは、　Windows　XP、　Vista、

7となっており、推奨機能は、CPU

600MHz以上、メモリ1GB以上、ディスプ

レイ　1024×768以上、ハードディスク空

き容量200MB以上である。
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4　今後の刊行計画と課題

　new　pecは、既刊の「東京湾及び周辺」、

「伊勢湾及び周辺」に続いて、2011年秋ま

でに、表1と図13に示す全国8海域につい

て順次発行予定である。また、図14には、

本ソフトウエアのテスト版（未発売）を用

いて、館山沖で受信テストした自動船舶識

別装置（AIS）の受信結果の一場面を表示

した。AISは、既に300トンまでの国際航

海船、500トンまでの内航船舶には搭載義

務化がなされており、最近は多様な方式に

基づき小型船舶・プレジャーボート、漁船

等にも搭載船が出ているようであり、これ

らの船艇に向けて、今後、new　pecにAIS

受信データのリアルタイム受け入れ・表示

機能を付与することについても検討したい

と考えている。

図10　日本沿岸の漁業図解　底引き網漁業例
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　このほか、海事局指定参考図（沿岸小型

船舶法定備品）認定、new　pecデータの舶

用機器メーカーへの提供、水路通報等によ

り入手した最新維持情報を掲載したアップ

デート版の発行、さらにはユーザーからの

要望収集及び水路通報以外の海域の記載変

更情報の収集（WEB利用等）と確認方策

の調査・検討も今後の課題である。

　なお、new　pecの詳細は、以下の

WEB　http：／／www．jha．or．jp／jp／shop／

products／newpec／index．html、販売価格

については、http：／／wwwjha．orjp／shop／

index．php？main＿page＝categories＆langua

ge＝jpの航海用電子参考図new　pecの欄か

らご参照いただきたい。
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EFBの現状と展望

ANA運航本部　運航サポート室　技術部 運用技術チーム

　鈴木良一

1　はじめに

　航空機においては、航空図や各種規程類

など、出発時において必ず搭載されていな

ければならない書類が、法律によって定め

られている。現在、これらの書類はすべて

紙媒体にて印刷・配布・差し替え等の運用

が行われている。

　これに対し、昨今のIT技術の進歩を受

け、これらの書類を電子化し、法律によっ

て定められている航空機搭載書類のペー

パーレス化を行い、規程類をコックピット

内で電子データとして閲覧するという流れ

が生じている。

　Electronic　Flight　Bag　（EFB）　とは、電

子化された航空図や規程類をコックピット

内で閲覧するためのものである。

　さらに、EFBはコンピュータ・システ

ムであることから、性能計算機能や監視カ

メラの表示なども可能であり、様々な利用

形態が考えられる。

　これらEFB機能の活用により、運航効

率の向上やコスト削減が見込まれている。

　本稿では、航空機におけるEFBについ

て紹介し、現状と今後の課題について記述

する。

2　EFBの分類

　EFBは、その形態に応じて3つにClass

分けされている。

2．1　Class　l　EFB

　Class　l　EFBは既製品のポータブル・パ

ソコンであり、機体に固定せずに使用され

る。（図1参照）

図1　Class　l　EFBの例

　Class　l　EFBは機体に固定せずに使用さ

れるため、離着陸時の使用は禁止されてい

る。また、他の機上システムとのデータ送

受信には制限がある。しかし、耐空性の承

認は不要であるため、比較的容易に導入が

可能である。

2．2　Class　2　EFB

　CIass　2　EFBもClass　1同様に既製品の

ポータブル・パソコンであるが、Class　2

では固定器具により機体に固定させて使用

される。（図2参照）
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認は必要である。

蹴
糠

図2　Class　2　EFBの例

　Class　2　EFBは機体に固定されて使用さ

れるため、全フライトを通して使用可能で

ある。また、他の機上システムとのデータ

送受信も可能である。Class　2　EFB導入の

ためには、固定器具に対して耐空性の承認

が必要となる。

2．3　Class　3　EFB

　CIass　3　EFBは、機体システムの一部と

して設置されているものである。（図3参照）

1：遷甥

　　　　叩網1｛

図3　Class　3　EFBの例

　Class　3　EFBは他の一般的な航空機シス

テム同様、使用時期およびシステム問の

データ送受信に制限はないが、耐空性の承

3　ANAにおけるClass　3　EFB装備

　　状況

　ANAではClass　3　EFBを採用し、2007

年5月以降に納入されたB777型機にそれ

が装備されており、現在6機が運航中であ

る。また、2010年中に納入が予定されて

いる新型機iのB787型機iにおいては、　Class

3EFBが標準で装備される。

　他の航空機でも一部同様の流れがあり、

EFBの標準装備は徐々に一般的なものと

なりつつある。

　ANAでは、これらEFBを活用した搭載

規程のペーパーレス化は実現していない

が、現在それに向けた準備を進めている。

4　Class　3　EFBの機器の構成

　Class　3　EFBは、　Display　Unit（DU）お

よびElectronic　Unit（EU）で構成されて

いる。DUはモニター画面、EUはコンピュー

タの本体に相当する。

　DUはコックピット内左右の操縦席に各

一台が配置されている。それぞれのDUに

は独立したEUからデータが供給されてお

り、冗長性が確保される設計となっている。

　DU同士はリンクしており、反対側

のDUに表示されている画像をトランス

ファーして両方のDUに表示することが可

能である。

　EUにはGPS等の機体システムから自機

位置や出発・到着空港などのデータが供給

されており、EFBの各機能にて使用され

る。

　また、片方のEUはTerminal　Wireless

LAN　Unit（TWLU）と呼ばれる無線LAN
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装置につながっており、空港に設置された

アンテナを介しての規程類等のデータ更新

が可能である（データ更新については後

述）。

6．1　Route　Manualの構成

　航空機の飛行には、フェーズごとに名称

が付されている。（図5参照）

高
望
圃

羅
蘇

羅轄糞《灘璽蕪

轟罫騨鑓⑪姦《き鍵

鯉騰〕 欝雛《翫

姦鐸験糞《湊幽導舅

璽齢ζ1
γ灘《蕪難繹群 翫識舞麟蹴§

　　　←
コックピット　1

　　　　　図4　機器の構成

〔デ下灘の〕

5　EFBの機能

　ANAのEFBには、主に以下の機能が含

まれている。

表1　EFBの機能

図5　飛行のフェーズ

機能 概　　要

Document
arowser

運航マニュアル類をXML、　PDF

ﾌフォーマットで表示させる機
¥。

Performance

balculation

離着陸の制限重量およびスピー

hの計算を行う機能。

Chart

arowser

Chartを表示させる機能。（Chart

ﾌ電子化については後述）

Moving　Map
地上走行中に自機の位置が表示

ｳれる機能。

　飛行中、運航乗務員はそれぞれのフェー

ズに応じたChartを閲覧しながら飛行を実

施する。飛行のフェーズに応じて、図6の

Chartが閲覧される。

〔難辮羅。麟縫〕　演購犠購魏γ皐
　　一……へ＼＼罠　　　　、ハ　　1　　　　ノ
　　　　　　＼複　　　　＼／＿＿＿＿＿＿

離三略　　＼／鰐轡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

、一……一峯（　　　　　　　∠／

畿1鐘1　　畿1郵

　図6　飛行のフェーズに応じたChart

　各Chartが含まれる規程であるRoute

Manualの構成を図7に示す。

6　Chartの電子化

　電子化・ペーパーレス化の中でも、

Chartは飛行のフェーズごとに閲覧する必

要があり課題が多い。以下、Chartの電子

化について記述する。
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ROUTE
MANUAL

TERMINAL
CHART

　ENROUTE
　CHART
その画

図7

JEPPESEN　CHART
　ARRIVAL　ROUTE（STAR）

　DEPARTURE　ROU丁E（SlD）

　APPROACH　CHART
　AIRPORT　VIEW

その他

Route　Manualの構成

　現在電子化が実施済みであるのは図7の

JepPesen　Chartであり、　Enroute　Chart

等の電子化は行われていない。現在、

Enroute　Chartを含めて電子化が可能とな

るようメーカーにて開発が進められてい

る。

6．2　Chart　Browserの機能

　Chartを閲覧するChart　Browserには以

下の機能がある。

・数あるChartの中から、予め必要とされ

　るChartのみをClipしておくことにより、

　必要なChartの素早い閲覧が可能。

・運航環境に応じてDay　Mode（白背景に

　黒字）およびNight　Mode（黒背景に白字）

　の切り替えが可能。

・Chartに含まれる数々の情報から、必要

　な情報のみを抽出するSplit　Modeがあ

　る。

　今後の予定としては、着陸時、自動的に

ChartからMoving　Mapに切り替わる機能

が追加予定である。また、Enroute　Chart

の電子化も予定されている。

無線を通さずに直接EFBに接続し、デー

タ更新を実施することも可能である。

篶蜘瞬

圃
サーバ

恵　㌧嘱　颪

PMAT

図8　データ更新

8　ペーパーレス運航に向けて

　運航マニュアルやChartは、航空法によ

り機体搭載が義務付けられた書類であり、

ペーパーレス化には航空局による承認が必

要である。

　EFB故障時のバックアップとして短期

的にバックアップ用のPC等で代替する方

法を検討中である。

9　今後の展望および課題

　現在、マニュアル類の電子化に留まらな

いEFBの新たな機能の開発がメーカーに

て実施されている。（飛行計画情報の提供、

Captain　Reportの電子化など）

　また、EFBは先述の通りB787型機等に

おいて標準で装備されるなど、標準装備化

の流れが進んでいる。

　今後の課題としては、EFB装備機の増

加や送受信するデータ量の増大に伴う通信

インフラの強化、およびコストメリットの

向上が必要という点である。

7　データ更新

　データ更新は空港において無線を通して

実施する。また、PMATと呼ばれる機器で、

10　むすび

　EFB導入によるコスト削減や運航効率

の向上などを受けてEFBは標準装備化が

電：波航法　No．51（2009） 一67一



進んでおり、航空機におけるメジャーなシ

ステムの一つとなりつつある。しかし一方

で、増大するデータ通信量への対処等の課

題が残されている。

　多くのエアラインにとって、EFBによ

るメリットを活かしつつ、さらにコストメ

リットを向上させるかが課題であり、これ

はANAにとっても同様の課題である。

11　参考文献

1）FAA　AFS－400；Guidelines　for　the

　Certification，　Airworthiness，　and

　Operational　Approval　of　Electronic

　Flight　Bag　Computing　Devices；AC　120

　－76A；p24；2003－03－17
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平成21年度臨時研究会「AISの高度利用に関する
　　　専門家会議公開シンポジウム」参加報告

電波航法研究会　事務局

1　はじめに

　2009年11月10日から13日までの問、

「AISの高度利用に関する専門家会議」が

海上保安庁により実施された。本会議は船

舶自動識別装置（Automatic　Identi且cation

System：以下、　AIS）の高度利用に関して、

各国の調査研究に関する最新情報を交換

し、情報通信技術を用いた次世代の航行支

援：システムの実現に資することを目的とす

るものであり、会議のほかにテクニカルツ

アーや公開シンポジウム等が実施された。

当電波航法研究会では、この公開シンポジ

ウムを平成21年度第1回臨時研究会と位置

づけ、会長をはじめ多数の参加があった。

本稿ではその概要について報告する。

2　会議開催の背景

　AISは2000年12月に開催された国際海

事機i関（IMO）第73回海上安全委員会で、

海上における人命の安全のための国際条約

（SOLAS条約）の改正が採択され、一定の

船舶にAISの搭載が段階的に義務付けら

れ、2008年7月1日までに全てのAIS適用

船に搭載義務が発生した。

　AISは船舶の位置特定や衝突防止といっ

た本来目的に加え、安全かつ効率的な航海

を支援するために様々な可能性を秘めて

いる。そのため、AISはIMOの将来戦略

e－Navigationの主要コンポーネントとし

て、その動向が注目されており、各国で高

度利用について調査および研究がなされて

いる。欧米海運先進国においては、AIS信

号用いてグラフィカルディスプレイ上に航

路標識を表示させる仮想AIS航路標識や、

衛星や航空機からのAIS信号による通信な

どに関する試みがなされている。一方、わ

が国においてもAIS航路標識をディスプ

レイに表示するための記号や、海でカーナ

ビのような情報提供を可能とする電子航法

支援システム（ENSS）の開発、あるいは

AIS情報とレーダ等の情報の統合表示シス

テム（INTNAV）やAISを利用した航行

意図の交換（NIESS）等様’々な調査研究が

なされ、国際的な場で提案しているところ

である。

　ここで、各国が保持しているAISの高度

利用に関する知見を交換することにより、

安全かつ効率的な航海を推し進めることが

可能になると言うことは論を侯たないとこ

ろである。

　このような背景の中、海上保安庁は、海

洋政策研究財団の支援の下、会議を開催し

た。

3　招聴者およびスケジュール

　海外および国内招曝者は以下のとおりで

ある。

・Mr．　William　Cairns

　（米国沿岸警備隊主席技術官、IALA

　e－Navigation委員会議長）
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・Ms．　Jillian　Carson－Jacson

　（豪州海洋調査研究センター客員研究員）

・Mr．　Jens－Kristian　Jensen

　（丁国海上安全庁主任技術官）

・Mr．　Rolf　Zetterberg

　（戦国海事監督局上級技術顧問）

・Mr．　Alan　Stewart

　（英国北部灯台局主任技術官）

・Mr．　Jorge　Arroyo

　（米国沿岸警備隊主任技術官）

・今津隼馬教授

　（東京海洋大学理事・副学長、電波航法

研究会前会長）

　また、会議期間中におけるスケジュール

を表1に示す。

Table1．The　schedule　of　the　meeting

ll月10日 公開シンポジウム

ll月11日
テクニカルツァー

?c議題1「AISによる情報提供」

11月12日

会議議題2「AIS航路標識」

?c議題3「GMDSSの一部として
@　　　　　　　　の将来のAIS」

?c議題4「AISデータの利用」

ll月13日 会議結論作成

4　公開シンポジウム概要

　AISの高度利用に関する専門家会議公開

シンポジウムは、平成21年11月10日（幻に

日本財団ビル（東京都港区）で開催された。

当該シンポジウムは海上保安庁交通部整備

課安全システム開発室長五十嵐耕氏の司会

の下、海外招聰者および海上保安庁交通部

整備課安全システム開発室野口英毅主任安

全システム開発技術官の講演が行われた。

4．1　冒頭挨拶

　　海上保安庁　交通部整備課長

　　　　　　　　　　　　　　高橋敏男氏

　高橋氏はまず、働海洋政策研究財団の支

援、海外招聴者の来日、および多数の来場

者に対し感謝の意を表した後、概ね以下の

とおり述べた。「AISは本来の衝突予防機

能に加え、情報提供機能や航路標識機能な

どさまざまな利用方法が期待されている。

また、電子情報を利用した高度な航行支援

システム、いわゆるe－Navigationの有力

な要素としてIMOやIALAにおいてその

役割が検討されている。本日は招聰者から

AISの高度利用に関する最新情報が聞ける

ことを期待して干る。日本からも先日実施

した、ENSSに関する実海域実験の結果に

ついて発表する。当該シンポジウムが実り

多いものになることを期待している。」

4．2　USCG　Nationwide　Automatic

　　identification　System（NAIS）

　　and　the　Role　of　AIS　in

　　e－Navigation

　　　　　　　　William　Cairns氏講演

　Cains氏はまず、米国全土を対象とした

AISの業務事例（Nationwide　Automatic

Identification　System：NAIS）について

述べた。NAISはVTS業務、航路標識業務、

捜索救助業務、環境保護などに役立ってお

り、NAISの最終目的は、米国沿岸あるい

はMDAにおいて船舶の動静を把握するた

め、あるいは船舶と情報交換をするために、

各地域にあるシステムのネットワークを形

成し、それらの相互運用を行うことである

との説明があった。

　また、早引i演の中で、氏はe－Navigation
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についても説明した。AISは現在の機能あ

るいは将来的に期待されている機能を勘案

すると、e－Navigationの主要な要素であり、

既存のAIS周波数を保護する必要があり、

そして将来期待されている機能のために新

しい周波数を割り当てる必要があることを

話した。

4．3　AIS　developments‘down　under’

　　Jillian　Carson－Jackson氏講演

　Carson－Jackson氏はまず、海上技術調

査センター（ANCORS）について説明した。

ANCORSはWollongong大学にあり、豪州

沿岸における海洋資源及び海上安全に係る

研究を行う機関である。ANCORSでは重

点研究テーマの一つとして、AISによる船

舶追跡および監視を行っているとのことで

ある。Carson－Jackson氏はオーストラリア

における研究事例として、オーストラリア

におけるAISネットワークについて、　AIS

航路標識に関する実験について、ヘリコプ

ターからのAIS受信について、そして衛星

からのAIS信号の受信についてそれぞれ説

明した。

4．4　Using　experience　to　tackle　the

　　future　challenges　of　AIS　and

　　e－Navigation

　　Jens－Kristian　Jensen氏言青演

　Jensen氏は自国のAISの運用状況につ

いて説明した後、デンマーク海上安全庁が

加入している2つのAISネットワークにつ

いて述べた。これらのうち一つはバルト海

沿岸を対象としたものであり、もう一つは

北海沿岸を対象としたものである。また、

氏はデンマークがIALAのAISネットワー

クであるIALA－NETのデモシステムに加

入している旨も説明した。

　氏の講演では、AIS航路標識に関する

DaMSAの実海域実験の報告に力点を置い

ていた。その結果、現在多くの船舶では

AIS航路標識をグラフィカルに表示できな

いことや、複数の記号の表示が重なること、

記号を一目見て船員が認識できないことな

どの問題があるとのことであった。これら

の問題を解決するために、今回の専門家会

議のように知識や経験を交換できる場が必

要である旨を述べ、氏は講演を締めくくっ

た。

4．5　Advancec　on　the　use　of　AIS　in

　　Sweden
　　Rolf　Zetterberg氏講演

　Zetterberg氏はまず、自国のAIS運用

状況について説明した。スウェーデンで

はVTS業務や水先案内の他、捜索救助あ

るいは砕氷業務などに利用しているとのこ

とである。また、スウェーデン海事監督

局では、AIS情報を国内の政府機関、他国

の政府機関、バルト海海洋環境保護委員

会（HELCOM）、　EU、　MSSISに提供して

いるとのことである。また、スウェーデン

においては、海事監督局の規則に従って、

AIS情報を提供している民間企業も存在す

るとのことである。

　Zetterberg氏はIMOのAISバイナリメッ

セージに関するコレスポンデンスグループ

の議長を務めた経験から、AIS特定用途

メッセージ（旧AISバイナリメッセージ、

以下ASM）について力点を置いた発表内

容であった。同メッセージについて、現在

の運用方法、メッセージの見直しに係るプ
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ロセス、新しく採用されるメッセージ等に

ついて、非常に分かりやすい説明があった。

最後に、AISとASMはe－Navigationの最

初のステップである旨を述べ、氏は講演を

締めくくった。

4．6　AIS　SART　Sea　Trials．

　　AIIan　Stewart氏講演

　Stewart氏はイギリス北部灯台局が所管

する航路標識について簡単に説明を述べた

後、AIS－SARTおよびAIS－EPIRBに関

して、氏が参加した2つの実海域実験とそ

の結果について述べた。1つは、イギリス

において航路標識を所管する3つの機関が

Obanにおいて実施した実験についてであ

る。この実験では、AIS－SARTの性能に

ついて、様々な条件で検証しているもので

あるとのことである。もう1つは、USCG

が実施したKey　West海での実海域実験に

ついてであり、当該実験ではAIS－SART、

AIR－EPIRBとレーダSARTなどAISを使

わない他の装置との間で性能を比較した

ものであるとのことである。AIS－SART、

AIS－EPIRBについて、これらの実験に立

ち会ったヘリコプターの乗組員からの評判

は非常に良かったとのことである。

4．7　Satellite　reception　of　AIS

　　Jorge　Arroyo氏講演

　Arroyo氏はまず、　NAISの概要につい

て説明した。USCGではNAISの一部とし

てのAIS信号の長距離受信を実現するため

に、2006年からORBCOM社の衛星により

AIS信号の受信を実施しているとのことで

ある。衛星によるAIS信号の受信について

は、全てのAIS搭載船舶から信号を捕ら

えることは困難であるが、性能のよい受信

機を利用することで、捉えられる船舶数を

増やすことができるとの事である。氏の発

表ではそのような性能の良い受信機として

COM　DEV社のものを使った実験を行って

いた。また、衛星からの通信目的に特化し

たAISメッセージ27の開発、あるいは3つ

目の周波数を導入することで更に性能を向

上させることができるので、これらを実現

するためにIALAあるいは他の組織がITU

を支援する必要がある旨を述べ、氏は発表

を締めくくった。

4．8　ELECTRIC　NAVIGATION

　　SUPPORT　SYSTEM－
　　Information　Provision　by　AIS

　　野口英毅氏講演

　野口氏はまず、AISを用いることで、本

当に必要とする情報のみを船員に提供でき

る可能性について述べたのち、AIS情報を

MKDに表示する際の問題点として、ディ

スプレイが小さいこと、表示が英語のみで

あることを述べた。このような問題点を解

決するために船員にとって分かりやすい情

報を提供できる装置として電子航行支援シ

ステム（ENSS）に関する調査を海上保安

庁協力の下、日本航路標識協会が実施して

いるとのことである。本発表はENSSを実

際に船舶に搭載し、瀬戸内海を航行した際

の調査結果について述べるものであった。

調査の結果、ENSSはいくつかの改善点が

あるものの、AIS情報の表示には非常に有

効であり、e－Navigation時代の情報提供・

交換手段として有効である旨をのべ発表を

締めくくった。
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5　おわりに

　本臨時研究会は、AISの利用に関して国

際的な最新動向を把握する上で非常に有益

であった。公開シンポジウムの講演者をは

じめ関係各位にこの場を借りて御礼申し上

げる。
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特別研究会in国立天文台野辺山

電波航法研究会事務局

1　はじめに

　平成21年11月27日および28日にかけて、

電波航法研究会の特別研究会を実施した。

本年は、林会長ほか15名が長野県にある

国立天文台野辺山を見学した。

2　国立天文台野辺山

2．1　国立天文台の紹介

　国立天文台は、大学共同研究期間であり、

理論および観測の両面から天文学を研究し

ている他、観測装置の開発等も行っている。

本部は東京都三鷹市にあり、その他、ハワ

イのすばる望遠鏡など、国内外に観測施設

が存在する。今回見学させていただいた国

立天文台野辺山には、宇宙電波観測所と太

陽電波観測所が設置されている。これは、

野辺山高原が標高1，350rnで水蒸気量が少

なく、周りを山に囲まれた平坦な地形で、

また寒冷地でありながら雪が少ないことな

どの理由から、電波観測に適しているから

である。

　さて、国立天文台野辺山には、「45m電

波望遠鏡」、「電波ヘリオグラフ」、「太陽電

波強度偏波計」などの観測装置があり、今

回の見学では、職員の方からこれらについ

ての説明をしていただいた。

2．2　電波望遠鏡

　電波望遠鏡とは、天体からの電波を受信

する装置である。前節の各観測装置も電波

望遠鏡に該当する。太陽、星、銀河などは

微小な電波を放出しており、電波望遠鏡に

よりこれらを受信し、解析することにより

可視光では分からなかった宇宙の姿を知る

ことが可能になった。

2．3　45m電波望遠鏡

　国立天文台野辺山で一際目を引くのが直

径45mの電波望遠鏡である（図1）。パン

フレットでも表紙を飾っており、ご存知の

方も多いと思うが、実物を見るとその巨大

さに圧倒された。アンテナ諸元は以下のと

おりである。

図1　45m電波望遠鏡
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アンテナ方式 カセグレン変形クーデ方式

アンテナ直径 45m（面積1590m2）

鏡面誤差 0ユ㎜

観測周波数 20GHz～150GHz

解像力最高
0．0040

i人間の視力では4．0に相当）

アンテナ重量 約700t

　これほど大規模な望遠鏡では、自重によ

り主反射鏡の鏡面が変形してしまう。そこ

で、主反射鏡の骨組みをホモロガス構造と

いう幾何学的に特殊な構造にし、主反射鏡

が変形した後も放物面を作ることで、電波

を焦点に集めるよう工夫がなされている。

　今回は、国立天文台のご好意によりこの

望遠鏡の内部に入ることができた。内部に

は観測機器が10数台設置されており非常

に野営で人が1人通るのに精一杯であった。

これらの観測機器は、研究者がそれぞれの

研究テーマに合わせて製作しているとのこ

とである。

　45m電波望遠鏡を用いた観測およびそれ

に基づく研究成果として、2300万光年の

距離にある巨大ブラックホールや100億光

年以上離れた銀河の発見等があるとのこと

である。

2．4　太陽観測

　太陽観測は、国立天文台の重要な研究

テーマの一つである。その歴史は古く、観

測装置の変化はあるものの、1957年から

50年以上にわたって継続的に実施されて

いる。現在、国立天文台野辺山においては、

「電波ヘリオグラフ」および「太陽電波強

度偏波計」が設置されている。

2．4．1　電波ヘリオグラフ

　電波ヘリオグラフは、太陽専門の望遠

鏡で、84台のアンテナを東西490m、南北

220mにわたって、　T型に配置することで、

直径500mの電波望遠鏡に相当する解像力

を実現している。アンテナの配列としては、

T字型、十字型、Y字型、円型などがあるが、

経済性、効率性などを考慮しT型を採用し

たとのことである。

　84台の電波ヘリオグラフでは、周波数

17GHzおよび34GHzの電波を観測してい

る。当該装置によって得られた信号は、大

型計算機により、画像合成等がなされ、太

陽のリアルタイムの様子を出力している。

2．4．2　太陽電波強度偏波計

　　　（野辺山偏波計）

　太陽電波強度偏波計は大きさの異なる

8台のアンテナを用いて、1GHz、2GHz、

3．75GHz、9．4GHz、　17GHz、35GHz、

80GHzの7周波数の電波を観測している。

複数の周波数の電波強度および偏波を確認

することで、太陽活動周期の変動や太陽フ

レアの様子を観察している。観測周波数の

うち3．75GHzのものは50年以上継続して

観察を続けており、そのデータは、世界で

もまれで貴重なものであるとのことであ

る。

　この観測データから、太陽活動の周期が

およそ11年であることが分かり、太陽フ

レアによる電波障害が起こる時期を予測す

ることが可能になったとの事である。

2．5　200MHz電波望遠鏡

　国立天文台野辺山では最新の電波望遠鏡

を見学できるだけでなく、日本における電
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波天文学の歴史についても触れることがで

きる。その代表例が200MHz電波望遠鏡で

ある。これは、日本で初めて使用された電

波望遠鏡を復元したものである。図2のよ

うに、現在とは形状もかなり異なってお

り、電波受信技術の発展をうかがい知るこ

とができる。その他、構内の随所に非常に

分かりやすい解説パネル等が設置されてお

り、観測装置や研究成果について知ること

ができる。余談ではあるが、筆者は解説パ

ネルなどを読み、電波天文学に非常に興味

を持った。多少知識を蓄えた後、是非とも

再び見学したいと考えている。

図2　200MHz電波望遠鏡

寮、武田神社、恵林寺を訪れ、甲州および

信州の歴史や文化に触れることができた。

筆者はその中でも、ジャージー牛のソフト

クリームが印象に残っている、滑らかな食

感でなおかつコクがあり非常に美味であっ

た。是非もう一度食したい逸品である。

4　おわりに

　今回の特別研究会は、国立天文台で最新

の電波天文学に触れることができ、また、

甲州・信州の歴史や文化に触れながら日ご

ろの疲れを癒すことができ、非常に有意義

であった。

　最後になるが、今回の見学のアレンジを

してくださった国立天文台野辺山の職員の

皆様に心より御礼を申し上げつつ筆を厭く

こととする。

国立天文台野辺山

・所在地　〒384－1305

　　　長野県南佐久郡南牧村野辺山462－2

・ホームページ　www。nro．nao．acjp

・見学時間　午前8：30～午後5：00

　　　　　　　　　　　　（年末年始休業）

3　甲州・信州観光

　特別研究会では、施設見学はもちろんの

こと、観光も大きな楽しみの一つである。

本年の特別研究会は11月下旬に実施した

こともあり、野辺山天文台付近の木々は鮮

やかに色づき、都会ではなかなか味わえな

い景色を堪能することができた（もちろん、

甲州名物ほうとうも堪能した）。天文台見

学後は、日ごろの疲れを海ノロ温泉で癒

し、郷土料理に舌鼓を打ちながら、参加者

の交流を深めた。2日目には、清里・清泉
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　　　　　　電波航法研究会　平成21年度事業報告

Record　of　work　carried　out　by　the　Japanese　Committee　for　Radio

　　　　　　　　　Aids　to　Navigation　in丘scal　2009

　　電波航法研究会事務局

Secretariat　ofαce　of　the　JACRAN

総会

　平成21年度総会は、平成21年5月29日

14時30分から国立大学法人東京海洋大学

越中島キャンパス越中島会館で開催され

た。会員総数91名のうち、出席者16名、

委任状提出者44名の計60名であり規約第

10条第4項の規定により総会は成立した。

各議i題の審議結果は次のとおりであった。

1．平成20年度事業報告が事務局により

　行われた。

2．平成20年度会計報告及び監査結果の

　報告が事務局から行われ、承認された。

3．平成20年度会長選出に関して立候補

　者がいなかったが、東京計器　池田氏か

　らの推薦で林会長の留任が満場一致で了

　承された。副会長については立候補者、

　推薦者がいなかったため、会長からの

　推薦で長岡栄氏及び新田太久三氏の両名

　の留任が了承された。なお、各幹事の委

　嘱については事務局案のとおり了承され

　た。

4．平成21年度事業計画案について事務

　局から説明が行われ、原案どおり承認さ

　れた。

5．平成21年度予算案について事務局か

　ら説明が行われ、原案どおり承認された。

研究会

1．第1回研究会は、平成21年5月29日、

　国立大学法人東京海洋大学越中島キャン

　パス越中島会館で総会に引き続き開催さ

　れ、海上保安庁交通部整備課長高橋敏男

　氏から「航路標識の現状と今後の安全施

　策」、同交通部安全課課長補佐角野浩之

　氏から「新交通ビジョンを踏まえた海上

　交通の安全確保のための制度改正につい

，て」及び、独立行政法人宇宙航空研究開

　発機構月・惑星探査プログラムグループ

　SELENEプロジェクトチーム星野宏和

　氏から「月周回衛星「かぐや」の状況と

　ミッションを支える通信技術」と題する

　講演が行われた。出席者は45名であった。

2　第2回研究会は、平成21年8月28日、

海上保安庁海洋情報部7階会議室で開催

　され、テーマを「小型船舶を対象とした

航海計器の展示及び紹介」とし、初の試

みとして実機の展示を行うと共にその紹

介が各メーカー担当者により行われた。

　アイコム株式会社入山政夫氏から「国際

VHFについて」、株式会社光電製作所田

澤健一氏から「小型船用マリンレーダの

紹介（MDC－900シリーズ）」、太洋無線

株式会社伏間巨富から「データ通信機能

付き新型DSB無線機と小型漁船救急支
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援連絡装置“救急コール”」、株式会社ニ

コン・トリンブル大橋徹也氏から「海上

にて使用されるGPS製品のご紹介」及

び、古野電気株式会社藤原啓修氏から

「NavNet3D」の紹介があった。出席者

は35名であった。

概要の説明を受けた。参加者は16名であっ

た。

　平成22年2月8日に海上保安庁の伊勢湾

海上交通センターを訪れ、Xバンド固体化

レーダの実験を見学し概要の説明を受け

た。参加者は22名であった。

3　第3回研究会は、平成21年12月4日、

海事センタービル8階会議室で開催さ

れ、テーマを「電子海図等の現状」と

　し、財団法人日本水路協会清水啓治氏

　より「ENCに関する世界の動向」、同

佐々木一軍より「簡易継端は小型船用

newpec（航海用電子参考図）について」

及び、全日本空輸株式会社鈴木良一氏よ

　り「EFBの現状と展望」と題する講演が

行われた。出席者は43名であった。

4　第4回研究会は、平成22年2月22日、

東京海洋大学越中島キャンパス越中島会

館で開催され、テーマを「レーダ」とし、

ケルビンヒューズ社　ナイジェル丁度ー

ズ氏から「パルス圧縮レーダ（シャープ

　アイ）」、独立行政法人電子航法研究所

古賀禎氏から「航空局管制用レーダにつ

　いて」及び、日本無線株式会社　柳沢雅

哉氏から「X配船舶用固体化レーダの開

発スプリアス低減技術について」と題

する講演が行われ、最後に東京海洋大学

教授　林尚吾氏から「ボート用FMCW

　レーダ」について概要の紹介が行われた。

出席者は54名であった。

幹事会

　幹事会は、平成21年4月24日、5月29

日、6月22日（臨時）、8月28日、12月4日、

平成22年2月22日に開催され、事業計画、

講演テーマ、会誌発行等について審議が行

われた。

会誌等発行

　会誌「電波航法」第51号を発行した。

　ホームページで、研究会の案内等の掲載

を行った。

会員数

　平成22年3月1日現在

　　正会員25名47口
　　個人会員　12名

　（12名のうち年会員7名、終身会員5名）

　　推薦会員　18名

　　特別会員　37名

　　　計　　92名

会員の異動

　入会　推薦会員　長岡　栄　氏

特別研究会（見学会）

　平成21年11月27日から28日に長野県の

国立天文台野辺山を見学し電波望遠鏡等の
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△ 衛ではありません。

今ある技術で可能でした。
　　商船三井は、世界の海運のり一ディンクカンパニーとして、

　　エコロジーに積極的に取り組んでいます。私たちは、これまで

　　開発・採用してきた技衛を最大限に進化させ、

　　近い将来、技術的に実薦可能な即吟庫船構想を進めるべく

　　　「船舶維新プロジェクト」を立ち上げました。

　　その第一弾か環：境負荷軽減型の次世代自動車船くIS掛N一のです。

　　フェリーやタンカーなとの次世代船も順次発表します。

　　エコロシーは未来の話ではなく、一刻も早く案現してこそ簸値かある。

　　商船三井の挑戦にご期待くたさい。
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自然エネルギーの利用と、技術力の集大成で、

●港内航行と荷難中のゼロエミッション（排ガスゼロ）を実現。

●大洋航海中のCO2排出を50％削減。
次の8つの技術を複合採用し、環境負荷の大幅な削戒を図ります。

⑭肖然エネルギー騨霧

　・協蘇幅　　自動車船“EUPHONY
　　構輪　　碧雲轍
　　　　　箏騰　ACE”や“SWIFT　ACE”

　器　　　　　　に部分採用している太陽光
ζ餐闘　　　　　パネルを大幅に拡大し、上

甲板のほぼ全面に設置する。大容量の蓄電池

（リチウムイオン電ノ也）を搭載し、電動推進機関

と組み合わせることて、港内航行・荷難中のセロ

エミノションを実現する。

轡推進効率最適化

　　　　　　　　（1）二重反転プロペラ推

　　．　　　　　進ンステム　ディーゼル

　　　　　　　　機関と電動推進機関を組
　　　ノ堅
　　　　　　　　み合わせた上て、プロペラ

を前後に配置。互いに負荷を分担し逆方向に回

転させることて、前方プロペラの回転エネルギー

を後方プロペラか吸収するなと、効率か大幅に

向上する。

（2）改良型省エネ装置「PBCF」（Propeller

Boss　Cap　Flns）　当社か開発し、世界中1700

隻以上の船のプロペラに採用されている省エネ

装置て、その改良型を装備する。

轡敬農型職灘籔抗議滅船型」

当社か開発した、船首・船

側方向からの風圧を欝欝

する形状の更なる進化。

船尾の形状も滑らかにす

ることて、風の流れを更にスムースにする。

⑭摩擦癒競億減

塗膜にてきる微細な凹凸に水をとらえて凹凸部

分を威少させ、摩擦抵抗を少なくする超低摩雛

型船底塗料の次世代型を採用する。

⑤最網織艦支援システム

船舶の運航状況をモ

ニタリングしなから最

新の海気象チータを

利用し、船型毎に異

なる性能特性を考慮

しなから最短航路、最小燃費航路を探索する。

㊧機驕システム効箪艦

エンノンへの燃科供給量を電子制御し、最適燃

料供給量て運転。排気カスと共に廃棄していた

執エネルギーを高効率て回収し、再利用する。

⑳船体叢叢設計

水面下の船体形状を大幅に改善し、燃費向上

効果を追求する。

愚新パナマ運河に対応した船体大型化

船体大型化のニースかあっ

た場合、プロペラを2軸にし、

推進性能およひ燃費効率

の大幅な改善か可能。
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